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�愛媛県規則第４２号
愛媛県職場適応訓練委託規則等の一部を改正する規則を次のように定める。
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愛媛県職場適応訓練委託規則等の一部を改正する規則

（愛媛県職場適応訓練委託規則の一部改正）

第１条 愛媛県職場適応訓練委託規則（昭和３９年愛媛県規則第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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改 正 後 改 正 前

（委託契約の変更及び解除）

第１４条 知事は、次の各号のいずれかに該当する場合には、委託契

約を職場適応訓練委託契約変更・解除通知書により受託事業主に

通告して変更し、又は解除することができる。

�・� 省略

（委託契約の変更及び解除）

第１４条 知事は、次の各号のいずれかに該当する場合には、委託契

約を職場適応訓練委託契約変更・解除通知書により受託事業主に

通告して変更し、又は解除することができる。

�・� 省略
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（愛媛県訓練手当支給規則の一部改正）

第２条 愛媛県訓練手当支給規則（昭和４１年愛媛県規則第４１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

� 当該職場適応訓練生が高年齢者等の雇用の安定等に関する法

律（昭和４６年法律第６８号）第２２条の中高年齢失業者等求職手帳

の発給を受けた者である場合は、当該手帳が失効したとき又は

同法第２６条第３項の規定に基づき公共職業安定所長が指示を変

更したとき。

� 当該職場適応訓練生が国際協定の締結等に伴う漁業離職者に

関する臨時措置法（昭和５２年法律第９４号）第４条、本州四国連

絡橋の建設に伴う一般旅客定期航路事業等に関する特別措置法

（昭和５６年法律第７２号）第１６条又は労働施策の総合的な推進並

びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律施

行規則（昭和４１年労働省令第２３号）附則第３条第１項若しくは

第４条第１項の規定に基づく求職手帳の発給を受けた者である

場合は、当該手帳が失効したとき、又は公共職業安定所長が当

該職場適応訓練の受講指示を取り消し、若しくは変更したと

き。

� 省略

様式第１号（第４条関係） 職場適応訓練申込書

省略

� 当該職場適応訓練生が高年齢者等の雇用の安定等に関する法

律（昭和４６年法律第６８号）第２０条の中高年齢失業者等求職手帳

の発給を受けた者である場合は、当該手帳が失効したとき又は

同法第２４条第３項の規定に基づき公共職業安定所長が指示を変

更したとき。

� 当該職場適応訓練生が国際協定の締結等に伴う漁業離職者に

関する臨時措置法（昭和５２年法律第９４号）第４条、本州四国連

絡橋の建設に伴う一般旅客定期航路事業等に関する特別措置法

（昭和５６年法律第７２号）第１６条又は雇用対策法施行規則

（昭和４１年労働省令第２３号）附則第３条第１項若しくは

第４条第１項の規定に基づく求職手帳の発給を受けた者である

場合は、当該手帳が失効したとき、又は公共職業安定所長が当

該職場適応訓練の受講指示を取り消し、若しくは変更したと

き。

� 省略

様式第１号（第４条関係） 職場適応訓練申込書

省略

省略 省略

指示

に関

する

事項

省略

指示

に関

する

事項

省略

指示

の種

類

中高年齢失業者等、広域就職適格者、激甚災害地

域離職者、激甚災害による内定取消し未就職卒業

者、へき地又は離島の居住者、４５歳以上の求職者

等、知的障害者、母子家庭の母等、父子家庭の

父、中国残留邦人等永住帰国者、離農転職者、漁

業離職者、一般旅客定期航路事業等離職者、特定

漁業離職者、精神障害者、港湾運送事業離職者、

北朝鮮帰国被害者等

指示

の種

類

中高年齢失業者等、広域就職適格者、激甚災害地

域離職者、激甚災害による内定取消し未就職卒業

者、へき地又は離島の居住者、４５歳以上の求職者

等、知的障害者、母子家庭の母等

、中国残留邦人等永住帰国者、離農転職者、漁

業離職者、一般旅客定期航路事業等離職者、特定

漁業離職者、精神障害者、港湾運送事業離職者、

北朝鮮帰国被害者等

省略 省略

省略 省略

省略

注 省略

省略

注 省略

改 正 後 改 正 前

（趣旨）

第１条 この規則は、労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用

の安定及び職業生活の充実等に関する法律（昭和４１年法律第１３２

号。以下「法」という。）第１８条第２号の給付金の支給に関し、

必要な事項を定めることを目的とする。

（支給対象者）

第３条 訓練手当は、県内の公共職業安定所長の指示により、公共

職業能力開発施設又は職業訓練の実施等による特定求職者の就職

の支援に関する法律（平成２３年法律第４７号。以下「特定求職者支

援法」という。）第４条第１項の認定を受けた者（以下「公共職

業能力開発施設等」という。）の行う職業訓練を受けている次の

各号のいずれかに該当する求職者及び職場適応訓練を受けている

次の各号のいずれかに該当する求職者（以下「支給対象者」とい

う。）に対して支給する。

（趣旨）

第１条 この規則は、雇用対策法

（昭和４１年法律第１３２

号。以下「法」という。）第１８条第２号の給付金の支給に関し、

必要な事項を定めることを目的とする。

（支給対象者）

第３条 訓練手当は、県内の公共職業安定所長の指示により、公共

職業能力開発施設又は職業訓練の実施等による特定求職者の就職

の支援に関する法律（平成２３年法律第４７号。以下「特定求職者支

援法」という。）第４条第１項の認定を受けた者（以下「公共職

業能力開発施設等」という。）の行う職業訓練を受けている次の

各号のいずれかに該当する求職者及び職場適応訓練を受けている

次の各号のいずれかに該当する求職者（以下「支給対象者」とい

う。）に対して支給する。
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� 高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和４６年法律第６８

号）第２２条の中高年齢失業者等求職手帳の発給を受けている者

�・� 省略

� 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する学校

（幼稚園及び小学校を除く。）、同法第１２４条に規定する専修

学校、職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６４号）第１５条の７

第１項各号に掲げる施設又は同法第２７条第１項に規定する職業

能力開発総合大学校を新たに卒業した者であつて、激甚な災害

を受けた地域内に所在する事業所に雇用される旨が約され、そ

の後当該災害により取り消され、又は撤回されたもののうち、

当該災害により求職活動が困難となり、卒業後において安定し

た職業に就いていない者（当該取消し又は撤回後において新た

に雇用される旨が約されていない者に限る。）

� 省略

� 労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業

生活の充実等に関する法律施行規則（昭和４１年労働省令第２３

号）第１条の４第１項第７号イに該当する者

�・� 省略

	 労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業

生活の充実等に関する法律施行規則第２条第２項第８号に規定

する者


～� 省略

� 労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業

生活の充実等に関する法律施行規則附則第２条第１項第２号に

定める者


・� 省略

� 労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業

生活の充実等に関する法律施行規則第２条第２項第１２号に規定

する者

２ 訓練手当は、前項の規定に該当する者のほか、農業構造の改善

に伴い農業従事者以外の職業に就こうとする農業従事者（他の安

定した職業に就いているものを除く。）で労働施策の総合的な推

進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律

施行規則第１条の４第１項第７号イ�及び�に該当するものであ

つて、公共職業能力開発施設が職業の転換を必要とする求職者に

対して行う職業能力開発促進法施行規則（昭和４４年労働省令第２４

号）第９条に規定する短期課程（職業に必要な相当程度の技能及

びこれに関する知識を習得させるためのものに限る。）の普通職

業訓練（職業能力開発促進法第１５条の７第１項第１号に規定する

普通職業訓練をいう。）を受け、又は公共職業安定所長の指示に

より職場適応訓練を受けているものに対して支給する。

３ 省略

様式第１号（第９条、様式第２号関係） 訓練手当受給資格認定申

請書

様式第１号（その１）

� 高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和４６年法律第６８

号）第２０条の中高年齢失業者等求職手帳の発給を受けている者

�・� 省略

� 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する学校

（幼稚園及び小学校を除く。）、同法第１２４条に規定する専修

学校、職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６４号）第１５条の６

第１項各号に掲げる施設又は同法第２７条第１項に規定する職業

能力開発総合大学校を新たに卒業した者であつて、激甚な災害

を受けた地域内に所在する事業所に雇用される旨が約され、そ

の後当該災害により取り消され、又は撤回されたもののうち、

当該災害により求職活動が困難となり、卒業後において安定し

た職業に就いていない者（当該取消し又は撤回後において新た

に雇用される旨が約されていない者に限る。）

� 省略

� 雇用対策法施行規則

（昭 和４１年 労 働 省 令 第２３

号）第１条の４第１項第７号イに該当する者

�・� 省略

	 雇用対策法施行規則

第２条第２項第８号に規定

する者


～� 省略

� 雇用対策法施行規則

附則第２条第１項第２号に

定める者


・� 省略

� 雇用対策法施行規則

第２条第２項第１２号に規定

する者

２ 訓練手当は、前項の規定に該当する者のほか、農業構造の改善

に伴い農業従事者以外の職業に就こうとする農業従事者（他の安

定した職業に就いているものを除く。）で雇用対策法施行規則

第１条の４第１項第７号イ�及び�に該当するものであ

つて、公共職業能力開発施設が職業の転換を必要とする求職者に

対して行う職業能力開発促進法施行規則（昭和４４年労働省令第２４

号）第９条に規定する短期課程（職業に必要な相当程度の技能及

びこれに関する知識を習得させるためのものに限る。）の普通職

業訓練（職業能力開発促進法第１５条の６第１項第１号に規定する

普通職業訓練をいう。）を受け、又は公共職業安定所長の指示に

より職場適応訓練を受けているものに対して支給する。

３ 省略

様式第１号（第９条 関係） 訓練手当受給資格認定申

請書

様式第１号（その１）

省略 省略

③※

職業訓

練を行

う施設

の長の

省略 ③※

職業訓

練を行

う施設

の長の

省略

�

訓練

受講

指示

の根

労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用

の安定及び職業生活の充実等に関する法律施

行規則（昭和４１年労働省令第２３号）

�

訓練

受講

指示

の根

雇用対策法施行規則（昭和４１年労働

省令第２３号）第２条

雇用対策

法施行規

則附則第

２条第１

項

第 ２ 条 附則第２

条第１項省略 省略

愛 媛 県 報平成３０年９月２１日 第３０１２号
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告 示

��������������

（愛媛県職業訓練生の災害見舞金の支給等に関する規則の一部改正）

第３条 愛媛県職業訓練生の災害見舞金の支給等に関する規則（昭和４２年愛媛県規則第１３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。

２ この規則の施行の際現に提出されている第２条の規定による改正前の愛媛県訓練手当支給規則様式第１号（その１）の規定による訓練

手当受給資格認定申請書は、同条の規定による改正後の愛媛県訓練手当支給規則様式第１号（その１）の規定による訓練手当受給資格認

定申請書とみなす。

�愛媛県告示第９０５号
次のとおり随意契約の相手方を決定した。

平成３０年９月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９０６号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）附則第５条第４項の規定により法第６条第２項の規定による届出と

みなされる法附則第５条第１項の規定による変更に係る事項の届出があったので、法第６条第３項において準用する法第５条第３項の規定

に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産

業経済部今治支局商工観光室並びに今治市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成３０年９月２１日

確認欄 拠 省略 確認欄 拠 省略

省略 省略

省略 省略

（注意） 省略

様式第１号（その２） 省略

（注意） 省略

様式第１号（その２） 省略

改 正 後 改 正 前

（支給要件）

第９条 傷病見舞金は、訓練生であつて、次の各号のいずれかに該

当する者が職業訓練上又は通所途上負傷し、又は疾病にかかり、

療養のため職業訓練を受けることができない日について支給す

る。

� 次に掲げる給付（以下「訓練手当等」という。）のいずれか

の支給を受ける者

ア 労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職

業生活の充実等に関する法律（昭和４１年法律第１３２号）第１８

条第２号の給付金

イ 労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職

業生活の充実等に関する法律施行規則（昭和４１年労働省令第

２３号）附則第２条第１項第２号に規定する者に対する給付金

ウ・エ 省略

� 省略

２ 省略

（支給要件）

第９条 傷病見舞金は、訓練生であつて、次の各号のいずれかに該

当する者が職業訓練上又は通所途上負傷し、又は疾病にかかり、

療養のため職業訓練を受けることができない日について支給す

る。

� 次に掲げる給付（以下「訓練手当等」という。）のいずれか

の支給を受ける者

ア 雇用対策法

（昭和４１年法律第１３２号）第１８

条第２号の給付金

イ 雇用対策法施行規則

（昭和４１年労働省令第

２３号）附則第２条第１項第２号に規定する者に対する給付金

ウ・エ 省略

� 省略

２ 省略

随意契約に係る特定役務
の名称及び数量

契約に関する事務を
担当する機関の名称
及び所在地

随意契約の相手方
を決定した日

随意契約の相手方の氏
名及び住所

随意契約に係る
契約金額 随意契約にした理由

県税オンラインシステム地
方税共通納税システム対応
改修業務

愛媛県総務部行財政改
革局税務課
愛媛県松山市一番町四
丁目４番地２

平成３０年９月１０日
日本電気株式会社松山支
店
愛媛県松山市味酒町一丁
目３番地

３９，０５９，２８０円
地方公共団体の物品等又は特定役
務の調達手続の特例を定める政令
（平成７年政令第３７２号）第１１条
第１項第２号の規定による。

愛 媛 県 報平成３０年９月２１日 第３０１２号
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�愛媛県告示第９０７号
次の保安林を解除予定保安林にする旨の通知を受けたから、森林

法（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示する。

平成３０年９月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１� 解除予定保安林の所在場所

上浮穴郡�万高原町（国有林。次の図に示す部分に限る。）
� 保安林として指定された目的

かん

水源の涵養

� 解除の理由

道路用地とするため

２� 解除予定保安林の所在場所

上浮穴郡�万高原町（国有林。次の図に示す部分に限る。）
� 保安林として指定された目的

公衆の保健

� 解除の理由

道路用地とするため

（「次の図」は、省略し、その図面を愛媛県庁及び�万高原町役
場に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第９０８号
次の保安林の指定施業要件を変更する旨の通知を受けたから、森

林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第

３０条の規定により告示する。

平成３０年９月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１� 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所

上浮穴郡�万高原町二名乙３０５、乙３０６、黒藤川３９８０の１から
７まで、４０２８の１から３まで、西谷字本谷１１９３０から１１９３２まで、

１２３２８の２、字名荷４３７、４６９、５０２から５０５まで、５０７から５０９ま

で、１０８０、柳井川字本村１４７２の１、１４７３の１、１４７７の１、１４８０、

１４８４、１４９３、１４９４、１４９６、１４９７の１、１４９７の２、１４９８から１５００

まで、１５０４、１５０６から１５０９まで

� 保安林として指定された目的
かん

水源の涵養

� 変更後の指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐に係る伐採種は、定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

２� 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所

上浮穴郡�万高原町露峰乙１３７９・乙１３８０の１・乙１３８１の１・
乙１３８２の１・乙１３８２の２・乙１３８３の１・乙１３８３の３（以上７筆

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

ＤＣＭダイキ近見店
今治市大新田町５丁
目２０１－１番地外４
筆

大規模小売店舗内の店舗面積
の合計 ２，８５２平方メートル ３，７５２平方メートル 平成３１年

５月７日
平成３０年
９月６日

駐輪場の位置及び収容台数 ３０台 ６０台

荷さばき施設の位置及び面積 ３６．０平方メートル ８０．０平方メートル

廃棄物等の保管施設の位置及
び容量 ２１．５立方メートル ２６．９立方メートル

大規模小売店舗において小売
業を行う者の閉店時刻 午後７時３０分 午後１０時

来客が駐車場を利用すること
ができる時間帯

午前８時３０分から午
後８時まで

午前８時３０分から午
後１０時３０分まで

駐車場の自動車の出入口の数
及び位置 ５箇所 ４箇所

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部今治支

局商工観光室並びに今治市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

愛 媛 県 報平成３０年９月２１日 第３０１２号
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について次の図に示す部分に限る。）、乙１３８０の２、乙１３８１の

２、乙１３８４の１、乙１３８４の２

� 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

� 変更後の指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 次の森林については、主伐は、択伐による。

露峰乙１３７９・乙１３８０の１・乙１３８１の１（以上３筆につい

て次の図に示す部分に限る。）、乙１３８０の２、乙１３８１の２

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次のとおり」及び「次の図」は、省略し、その関係書類及び

図面を愛媛県庁及び�万高原町役場に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第９０９号
次の保安林の指定施業要件を変更する旨の通知を受けたから、森

林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第

３０条の規定により告示する。

平成３０年９月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１� 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所

北宇和郡松野町大字奥野川１４０８の１・１４３４（以上２筆につい

て次の図に示す部分に限る。）、１４０７の２、１４０７の３、１４０７の

６、１４０７の７、１４３５、１４３７、大字豊岡１７５３から１７５８まで、１７５９

の１、１７５９の２、１７６０から１７６５まで、１７６６の１、１７６６の２、１７

６７から１７７８まで、大字蕨生３５０１

� 保安林として指定された目的

土砂の崩壊の防備

� 変更後の指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐は、択伐による。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

２� 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所

北宇和郡松野町大字奥野川１４３６、１４３８、１４３９の１、１４４０の２、

１５２９、１５３２、１５３３、１５５３、１７２０から１７２２まで、１７２７、１７２８の５、

１７２８の７、１７２８の１９、１７２８の２０、１７３３の１、１７３３の２、１７３４、

１７３５、１７３６の１、２２５４、蕨生３１６３の１、３１６４の１、３１６５の１、

３１６５の２、３２３０の２、３２３１の１、３２３２の２、３２４８の３、３２４９の

１、３２４９の２、３２５１、３２５２、３２５５の１、３２５５の２（次の図に示

す部分に限る。）、３２５６の１、３２５７の２、３２５７の３、３２５８、３３

５５の１、３３５６の２、３３５６の３、３３５７の１、３３５７の２、３３７４の１、

３３７４の２、３３７５の１、３３７５の２、３３７６の１、３３７６の２、３３７７、

３３７８、３３７９の１、３３７９の２

� 保安林として指定された目的
かん

水源の涵養

� 変更後の指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐に係る伐採種は、定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

３� 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所

北宇和郡松野町大字吉野３３３３の１、３３３４の１、３３３５から３３３７

まで、３３３８の１、３３３９から３３４１まで、３３４３から３３４５まで、３３４６

の１、３３４６の２、３３４７の１、３３４７の２、３３５２の２、３３５２の３、

３３５３の２、３３５４、３３５５の２、３３５６の２、３３６０、３３６１、３３６２の２、

３３６３、３３６５の２、３３６６から３３６８まで、大字豊岡５０８０、５０８２、５０

８４から５０８６まで、５０８９から５０９５まで、５０９６の１、５０９７から５１００

まで、５１０１の１、５１０２から５１０８まで、５１０９の１、５１１０から５１２８

まで、５１２９の３、５１３１から５１３４まで、５１３５の１から１３まで、５１

３６、５１３７、大字蕨生２８４０の１から４まで、２８６７、２８６９の１、２８

７１、２８７２の１、２８７２の３、大字上家地６８６の１

� 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

� 変更後の指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 次の森林については、主伐は、択伐による。

大字蕨生２８６７、大字上家地６８６の１（次の図に示す部分

に限る。）

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次のとおり」及び「次の図」は、省略し、その関係書類及び

図面を愛媛県庁及び松野町役場に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第９１０号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の２第１項の規定により、

次のように保安林の指定施業要件を変更する。

平成３０年９月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所

西条市氷見字切川谷南西側丁４０の１、字切川東側丁６の１

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 変更後の指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種を定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

愛 媛 県 報平成３０年９月２１日 第３０１２号
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訓 令

上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及び西条

市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�愛媛県告示第９１１号
港湾法（昭和２５年法律第２１８号）第４１条の２第１項の規定により、次のとおり港湾協力団体を指定した。

平成３０年９月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９１２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局四国中央土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成３０年９月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県訓令第２３号
庁 中 一 般

愛媛県庁事務決裁規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成３０年９月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県庁事務決裁規程の一部を改正する訓令

愛媛県庁事務決裁規程（昭和５１年愛媛県訓令第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

名 称 住 所 事務所の所在地 指定年月日

株式会社うわじま産業振興公社 宇和島市三間町務田１８０番地１ 宇和島市三間町務田１８０番地１ 平成３０年９月１３日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 川之江大豊線
四国中央市新宮町新宮７４２番地先から

同町新瀬川２２番地先まで

旧 １２．３～２５．２ ０．１５７

新 １２．３～３６．６ ０．１５７

改 正 後 改 正 前

別表第７（第４条関係）

知事の権限に属する経済労働部関係事務に係る特定決裁事項

別表第７（第４条関係）

知事の権限に属する経済労働部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の種類 事項

決裁区分
組

織

名

事務の種類 事項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

主

幹

部

長

局

長

課

長

主

幹

労

政

雇

用

課

１～１０ 省略 労

政

雇

用

課

１～１０ 省略

１１ 労働施策の総合的な推進並

びに労働者の雇用の安定及び

職業生活の充実等に関する法

律の施行に関する事務

１・２

省略

１１ 雇用対策法

の施行に関する事務

１・２

省略

１２・１３ 省略 １２・１３ 省略
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監 査 公 表

�公表第１０号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成３０年９月２１日

愛媛県監査委員 大 西 渡

同 梶 谷 大 治

同 本 田 和 良

同 永 井 一 平

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

保 健 福 祉 課 平成２９年８月４日

（監査の結果）

収入未済の生活安定資金貸付金償還金について、適切に債権管理され

たい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１６年度及び１７年度 ５３０者 ４６，４５７，９１０ 平成２８年度決算に
よる

（措置の内容）

未収入金の収入確保については、市町に対し、借受人や連帯保証人へ

連絡等を行い、生活状態等の確認や償還督励を実施し、また、行方不明

者についても追跡調査を行うよう要請してきたところ。

その結果、平成２８年度末の未収入金４６，４５７，９１０円のうち、平成２９年度

中に２３５，５９０円を回収し、４名が完済となった。また、時効援用の申立

があった１７名について、１，１３８，０８０円を不納欠損とし、借受人の行方不

明などで回収不能と判断した１名について、５８，４５０円を債権放棄した結

果、平成２９年度末には、前年度より債務者数で２２者減の５０８者、収入未

済額で１，４３２，１２０円減の４５，０２５，７９０円となっている。

今後とも借受人等の生活状況に応じた適切な償還指導により、債権の

整理に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

医 療 対 策 課 平成２９年８月４日

（監査の結果）

１ 看護職員修学資金貸付金償還金について、納期限内の収入確保に努

めるとともに、収入未済金を適切に債権管理されたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２８年度 ０ １，８００，０００ １，８００，０００

２７年度 ０ １，８００，０００ １，８００，０００
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ０ ０ ０

２ 収入未済の延滞金（看護職員修学資金貸付金償還金に伴うもの）に

ついて、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２６年度・２７年度 ２者 ６１，０００ 平成２８年度決算に
よる

（措置の内容）

１ 債務者に経済的余裕がないため、下記のとおり未収金が生じている

ものであり、文書及び電話等による償還指導に努めている。

年 度 債務者Ａ 債務者Ｂ 計

２２年度 ３８４，０００ ３８４，０００

２３年度 ３８４，０００ ３８４，０００

２４年度 ３８４，０００ ３８４，０００

２５年度 ２１６，０００ ２１６，０００

２６年度 ４３２，０００ ４３２，０００

計 １，１５２，０００ ６４８，０００ １，８００，０００

【債権者への対応状況】

○債務者Ａ

平成２３年度から電話や文書、面談による納付指導を実施したところ、

平成２５年１２月に免除申請したい旨の申し出があり関係書類を送付。そ

の後、関係書類の提出が無いため電話及び文書で指導。平成２９年度に

おいても電話及び文書で指導したが、その時は提出するとの回答があ

るものの未だ提出がない状況である。

○債務者Ｂ

電話、文書による督促を実施していたところ、平成２６年５月に、本

人から給与収入の減により返還が難しい旨連絡があった。その後、電

話及び文書で督促を継続しているが電話連絡に応じない状況である。

債務者Ａ及びＢについては、今後も本人及び保証人に対して電話及

び文書による督促を行うほか、本人及び保証人の状況を確認し、早期

の納付を働きかけたい。

２ 看護職員修学資金貸付金償還金に伴う延滞金が下記のとおり生じて

いるものであり、債務者に対して文書及び電話により償還指導に努め

ている。

年 度 債務者Ａ 債務者Ｂ 計

２６年度 ２，１８８ １９，１４５ ２１，３３３

２７年度 ３９，６６７ ３９，６６７

計 ２，１８８ ５８，８１２ ６１，０００

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

子 育 て 支 援 課 平成２９年８月１７日

（監査の結果）

１ 児童扶養手当返還金について、納期内の収入確保と収入未済額の縮

減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２８年度 １９５，４００ １，２２７，７９０ １，４２３，１９０

２７年度 ０ １，２２７，７９０ １，２２７，７９０
金額は各
年度の決
算による

差引増減 １９５，４００ ０ １９５，４００

２ 母子父子寡婦福祉資金特別会計における母子・寡婦福祉資金貸付金

償還金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、より一

層努められたい。
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（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２８年度 ９，７２３，４７６ ２４７，９６４，９０１ ２５７，６８８，３７７

２７年度 １１，６６４，２７０ ２４１，００６，５３３ ２５２，６７０，８０３
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △１，９４０，７９４ ６，９５８，３６８ ５，０１７，５７４

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２８年度 ２１０，０４４ ２０，４２５，２０１ ２０，６３５，２４５

２７年度 ５０７，７９４ ２０，８８４，５６５ ２１，３９２，３５９
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △２９７，７５０ △４５９，３６４ △７５７，１１４

（措置の内容）

１ 児童扶養手当返還金については、督促など納入指導に努めているも

のの、平成３０年５月末時点で収入未済額は１，２３８，０３０円となっている。

納入指導については、制度の趣旨や返還金の発生理由について説明

を行うとともに、個々の債務者の実態に応じて督促等を継続している。

また、当該返還金は、主に受給者の受給資格に関する届出遅延により

発生していることから、町に対して受給者に対する現況届や資格喪失

届の提出指導、関係部門との連携及び関係公簿等の確認について周知

徹底を図り、今後も返還金の発生の未然防止に努めたい。

２ 母子父子寡婦福祉資金特別会計における貸付金償還金については、

資金の貸付申請時において母子・父子自立支援員による制度の十分な

説明と適正な償還計画の指導を行うとともに、償還開始直前には必要

に応じて借受者に償還が始まる旨を連絡するなど、適期収入に努めた。

滞納となったものについては、資金の貸付けの段階から本人への相

談・指導にあたっている県下の母子・父子自立支援員全員の協力を得

ながら、督促状の送付、滞納状況に関する通知及び本人又は保証人へ

の電話、訪問を行うなど償還指導に努めた。

また、納期限後、３カ月以上滞納しており、３カ月間一度も償還の

ない本庁所管分の４４５件（未納額１７４，０３７，７５７円）について、一斉に催

告書を発出し、収入未済額の減少に努めた。

これらの結果、前年度からの滞納繰越分２７８，３２３，６２２円のうち、１１，

４９１，０２３円が平成２９年度内に納入されたが、平成２９年度償還分８，１９９，４

９６円が未収となったことから、平成２９年度末の収入未済額は２７５，０３２，

０９５円となっており、引き続き収入確保と滞納繰越額の縮減に努めた

い。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

障 が い 福 祉 課 平成２９年８月１７日

（監査の結果）

１ 収入未済の心身障害者扶養共済年金過払金について、適切に債権管

理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１９年度及び２０年度 １者 ２２７，０００ 平成２８年度決算に
よる

２ 収入未済の障害者自立支援基盤整備事業費補助金返還金について、

適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２６年度 １者 １６，６６２，５９１ 平成２８年度決算に
よる

（措置の内容）

１ 年金受給権者死亡届提出の遅延により発生した心身障害者扶養共済

制度年金の過払分について、県がその事実を知った平成２０年６月から

年金受給権者の遺族に対し過払分の返還を求めているところである。

納入義務者から平成２１年４月に県に対して履行期限延期申請書の提

出があったため、分割納付を認め、平成３０年５月末時点で３４８，０００円

を回収し、残る収入未済額は９２，０００円となっているところである。

平成２８年度から引き続き、２９年度は期限を遅滞することなく返済が

進んでいることから、引き続き生活状況の把握に努め、適切に納入指

導を行うことといたしたい。

２ 補助対象事業者であるＣ社について、平成２６年２月に破産手続が開

始され、同年５月から６月にかけて財産の売却が決定されたことから、

補助金の交付決定を取消し、補助金の返還を請求するとともに、破産

管財人に対して交付要求を行ったが、県への配当は無く、平成２７年３

月１７日に破産手続廃止が確定し、同月１９日には法人登記簿も閉鎖され

た。

このため、弁済の責に任ずべき者が存在せず回収不能であることか

ら、平成３０年２月議会に権利の放棄に係る議案を提出し、議決された

ことから不納欠損処分を行った。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

産 業 政 策 課 平成２９年７月３１日

（監査の結果）

新エネルギー等関連設備導入促進支援事業費補助金について、実績報

告額の誤りにより、補助金が１１２，５００円過大に交付されていた。

補助金の交付にあたっては、実績報告の内容が適正であるかどうか十

分審査されたい。

（措置の内容）

過大交付となっていた補助金１１２，５００円について、平成２９年度歳入予

算に返還させるとともに、再発防止策の一環として、平成３０年３月に補

助金交付要綱を改正し、実績報告書の様式を改善したところである。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

企 業 立 地 課 平成２９年７月３１日

（監査の結果）

収入未済の企業立地促進事業費補助金返還金について、適切に債権管

理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１９年度 １者 ３４，７９６，０００ 平成２８年度決算に
よる

（措置の内容）

債務者のＤ社は、豚肉の差額関税脱税事件を起こし、国税当局の差押

えを受け、休眠状態となったため未収となっているものであるが、未だ

返納されていない。

今後も社長への定期的な訪問や税関との協議を続けるなど、鋭意、返

還金の回収に努めてまいりたい。
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監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

労 政 雇 用 課 平成２９年７月３１日

（監査の結果）

収入未済の地域改善対策職業訓練受講資金等貸付金償還金について、

適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１６年度・１７年度 １者 １７，４００ 平成２８年度決算に
よる

（措置の内容）

電話連絡等を行い、未償還金の回収に努めた結果、収入未済額１７，４００

円のうち８，７００円が納入された。

今後とも、催告を継続し早期完納に向け努力してまいりたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

林 業 政 策 課 平成２９年７月２７日

（監査の結果）

１ 林業改善資金特別会計における林業改善資金貸付金償還金について、

納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２８年度 ８，０００，０００ ６０，７６７，８９０ ６８，７６７，８９０

２７年度 ８，０００，０００ ５５，０７７，９４７ ６３，０７７，９４７
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ０ ５，６８９，９４３ ５，６８９，９４３

２ 林業改善資金特別会計における収入未済の違約金（貸付金償還金に

伴うもの。）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１９年度～２１年度 ３者 １，０５５，３５５ 平成２８年度決算に
よる

（措置の内容）

１ 林業改善資金貸付金償還金については、近年、林業・木材産業を取

り巻く経営環境が厳しさを増す中、法人の解散による事業の廃止等に

より平成２８年度末で５件６８，７６７，８９０円（件数は実債務者数）の未収金

が生じていた。平成２９年度も債務者の資力等に応じた償還の指導に努

めた結果、年度内に２，２１５，０００円が償還された。平成３０年度は、５月

末までに３７０，０００円の償還があり、平成３０年５月末現在の未収金総額

は、５件 ６６，１８２，８９０円となっている。

今後とも、地方局等を通じて債務者の状況を把握するなど、適正な

債権管理を行い、納期限内の収入確保に努めるとともに、適切な償還

指導により、未収金の早期収入に努めたい。

２ 法人の解散による事業の廃止等により生じた貸付金償還金に係る違

約金については、平成２９年度末で３件１，０５５，３５５円（件数は実債務者

数）の未収金が生じており、いずれも返済資力がなく回収が困難な状

況であるが、債務者の資力等を考慮し、貸付金償還金完済後の納入を

指導しているところである。

今後とも、違約金に係る適正な債権管理に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

森 林 整 備 課 平成２９年７月２７日

（監査の結果）

県有林経営事業特別会計については、昭和５９年度以降歳入不足額が生

じ、毎年度繰上充用の措置が講じられているところであるが、平成２８年

度末の歳入不足額は ２３億３，１５１万円と、前年度より３，５３９万円減少した

ものの、平成２８年度の木材価格は県営林経営改善計画策定当時（平成１１

年度）の５割程度まで下落していることから、平成２７年３月に見直しを

行った県営林経営改善計画を着実に実行するなど、今後の健全な経営に

向けて、より一層努められたい。

（措置の内容）

県有林経営事業特別会計は、平成２７年３月に見直した「県営林経営改

善計画」に沿った事業運営を行い、次の新たな改善策を順次推進するな

ど円滑な経営改善に努めている。

�森林を採算林、不採算林に区分し管理。

�分収林の不採算林は無償解約、採算林は契約を延長。

�県有林の採算林は、７０年サイクルの森林を目指す。

�平成２８年度から人員を削減。（４名→３名）

�県有林経営事業基金は処分し、償還金に補填。

�林業躍進プロジェクト等の施策を積極的に推進。

�平成２８年度から償還金に対しても一般会計から繰入。

こうした取り組みの結果、平成２９年度の単年度収支（繰上充用額を除

く。）は３，６３５万円の黒字となり、２９年度末の歳入不足額は前年度に比

べ減少し２２億９，５１６万円となったが、依然として歳入不足が生じている

ことから、今後も経営改善計画を着実に実行し、財政健全化が早期に図

られるよう鋭意努力して参りたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

漁 政 課 平成２９年８月８日

（監査の結果）

１ 沿岸漁業改善資金特別会計における沿岸漁業改善資金貸付金償還金

について、収入未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２８年度 ４７０，０００ １，９９７，０００ ２，４６７，０００

２７年度 ０ ２，１１３，０００ ２，１１３，０００
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ４７０，０００ △１１６，０００ ３５４，０００

２ 沿岸漁業改善資金特別会計における収入未済の違約金（貸付金償還

金に伴うもの。）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２２年度 １者 ９６９，５１７ 平成２８年度決算に
よる

（措置の内容）

１ 沿岸漁業改善資金貸付金償還金については、厳しい漁業経営を強い

られる中、平成２８年度末で３名分２，４６７，０００円の滞納繰越が生じてい

る。これに対して、定期的に本人と面談して、分割による償還を指導

してきた結果、平成２９年度は、１１月に１名から１０，０００円、別の１名か

らは計９６，０００円を収入した。

今後とも、適正な償還指導を通じて未収金の早期収入に努め、債権

全体の回収に繋げて参りたい。
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なお、平成２８年度に延滞となった１名については、平成２９年度に違

約金も含め完済となった。

２ 違約金９６９，５１７円は６か月を超える長期延滞となっており、定期的

に本人と面談し、違約金の早期納入を指導している。当面は、償還金

（元本）の完済を優先させ、早期に違約金の支払いが可能となるよう

適正な納入指導を継続することとしている。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

水 産 課 平成２９年８月８日

（監査の結果）

職員の通勤手当について、高速道路利用分の算定において交代制勤務

に従事する職員に該当しないにもかかわらず、ＥＴＣ通勤割引率を乗じ

ていなかったため、１７２，９３７円（平成２７年５月から平成２９年３月分）が

過支給となっていた。

（措置の内容）

人事課給与係からの正式回答を受け、直ちに当該職員の通勤手当（高

速道路利用に係る部分）の認定を改め、当初認定による既払い分との差

額の返納手続きを行った。今後は、職員に対し諸手当の制度、内容につ

いて周知し認定内容の確認を徹底して再発防止に努めるとともに、疑義

が生じた場合、速やかに人事課給与係に対し書面による協議を行うこと

とした。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

道 路 建 設 課 平成２９年７月２２日

（監査の結果）

高速道路を利用して通勤している職員（１名）の通勤手当について、

届け出と違う経路で通勤していたにもかかわらず、所属において事後の

確認を怠っていたため、１２２，７６８円（平成２８年８月から平成２９年３月分）

が過支給となっていた。

（措置の内容）

所属における通勤手当の実績確認を徹底するとともに、職員への周知

を図るなど再発防止に努めている。（平成２９年１０月返納済）

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

建 築 住 宅 課 平成２９年７月２６日

（監査の結果）

住宅貸付損害金について、適切に債権管理するとともに、収入未済額

の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２８年度 ０ ２８，２５８，４５２ ２８，２５８，４５２

２７年度 ７８８，７５０ ２８，０９２，７０８ ２８，８８１，４５８
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △７８８，７５０ １６５，７４４ △６２３，００６

（措置の内容）

平成２８年度末時点における住宅貸付損害金（１０３名２８，２５８，４５２円）の

退去滞納者に対しては、催告通知等回収に努めたところ、平成２９年度中

に１名から２３７，６００円の入金があり、２８，０２０，８５２円となった。

また、時効１０年を経過し、かつ、所在不明等により回収困難な債権３

件１，７５６，２５２円について、議会の議決を経た上で、権利を放棄し、不納

欠損処分を行ったため、最終的な過年度分未収金については９９名２６，２６４

，６００円となった。

なお、新たに提訴した明渡訴訟により退去した者への住宅貸付損害金

２名１，２０４，０３２円が発生、催告通知等回収に努めたが、結果的に入金等

を得ることが出来ず、平成２９年度末現在で住宅貸付損害金は、１０１名２７，

４６８，６３２円となった。引き続き地方局と連携しながら収入確保に努める

とともに、より一層の収入未済額の縮減に努めてまいりたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２９年度 １，２０４，０３２ ２６，２６４，６００ ２７，４６８，６３２

２８年度 ０ ２８，２５８，４５２ ２８，２５８，４５２
金額は各
年度の決
算による

差引増減 １，２０４，０３２ △１，９９３，８５２ △７８９，８２０

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

教 育 総 務 課 平成２９年８月１７日

（監査の結果）

奨学資金特別会計における奨学資金貸付金償還金について、納期限内

の収入確保と収入未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２８年度 ６１，４７７，０００ １７８，６３０，１００ ２４０，１０７，１００

２７年度 ５７，６２１，０００ １４９，２４７，０００ ２０６，８６８，０００
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ３，８５６，０００ ２９，３８３，１００ ３３，２３９，１００

（措置の内容）

奨学資金貸付金償還金については、奨学生の新規採用時及び貸与終了

時に、学校長を通じ奨学金制度の趣旨や社会人になってからの奨学金返

還義務等を指導するとともに、卒業後も、新たに返還を開始する者全員

に対し、納入通知書発行に先立ち、文書により納入期限の厳守を指導し

ている。

また、平成１６年度に配置した、督促・返還指導等を業務とする「奨学

生指導員」（非常勤嘱託。３名。）と係員が連携し、未納者本人や連帯

保証人等に対する訪問や電話での返還指導を強化しているほか、平成２６

年度以降は、資力がありながら返還に応じない滞納者に対して法的措置

（裁判所を通じた支払督促や給与等の差押え）を実施するなど、滞納繰

越額の縮減に努めている。その結果、平成２８年度末現在の未収額２４０，１０

７，０００円については、平成２９年度に２５，１８０，０００円を収納し、滞納繰越額

は２１４，９２７，１００円となった。他方、旧育英会移管分の返還開始に伴う返

還者の増大などにより、平成２９年度新たに９１０件、６３，０３５，０００円の未収

金が発生したため、平成２９年度末現在の滞納額は、過年度分と合わせて

２７７，９６２，１００円となった。

今後は、さらにきめ細かな返還指導を徹底し、納期限内の収入確保と

収入未済額の縮減に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

人 権 教 育 課 平成２９年８月１８日
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（監査の結果）

地域改善対策高等学校等就学奨励費貸付金償還金について、納期限内

の収入確保と収入未済額の縮減に、一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２８年度 ４３，０６５，８８０ ５４３，４９０，９１６ ５８６，５５６，７９６

２７年度 ４４，５８１，６０３ ５１５，６０４，９０１ ５６０，１８６，５０４
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △１，５１５，７２３ ２７，８８６，０１５ ２６，３７０，２９２

（措置の内容）

平成２９年度における地域改善対策高等学校等就学奨励費貸付金償還金

については、７３，２４８，１２４円の調定額に対し、収納額４０，８１９，１１８円となっ

ており、収納率は５５．７％であった。

滞納繰越分については、償還金の未納者に対して、督促状の発行や各

種通知文に未納額を掲載して納入を促すとともに、県担当者が奨学生で

あった者やその保護者と面談するなどして返還指導を実施した結果、平

成２９年度中に１８，２８２，６７２円を収納し、平成３０年３月末現在では５６８，１５９，

０２２円となったが、新たに平成２９年度の未収金３２，４２９，００６円が発生した

ことから、平成２９年度末の収入未済額は６００，５８８，０２８円となっている。

平成２３年度からはすべての未納対象者に対し「未納状況通知書」を送

付することで、さらに返還を促すとともに、平成２５年度からは奨学生指

導員を１名配置し、市町担当者と連携を密に図り、返還に係る相談者に

も丁寧に対応している。また面接指導の回数を増やすなど係全員体制で

より効果的な運用を図っている。

今後は、さらにきめ細やかな返還指導を徹底し、債務者の返還意識を

高揚させることで、納期内収入の確保と収入未済額の縮減に一層努めた

い。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局 総 務 企 画 部 平成２９年７月３日

（監査の結果）

１ 県税について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き続

き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２８年度 １６９，６１４，２３６ ４２４，４５９，７６３ ５９４，０７３，９９９

２７年度 １８１，２５１，１１４ ５４４，０７２，３８０ ７２５，３２３，４９４
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △１１，６３６，８７８ △１１９，６１２，６１７ △１３１，２４９，４９５

２ 職員の不注意により公用車による事故が発生（１件）し、相手方の

人的被害があったほか、当該車両及び相手方車両の毀損があった。

（措置の内容）

１ 滞納となったものについては、愛媛県徴収確保対策本部において滞

納整理方針及び数値目標を策定して計画的な滞納整理に努めるととも

に、滞納整理強化期間の設定、差押の早期着手と換価処分の促進など

を実施し、滞納整理に努力した結果、平成２９年度に繰り越した未収入

金５９４，０７３，９９９円が平成３０年５月３１日現在で３４１，２４０，３９１円に減少した。

平成２９年度現年課税分については、「自動車税納期内納付キャンペ

ーン」や、コンビニ収納の利用推進などにより納期内自主納税の促進

に努めるとともに、滞納者に対しては、早期に財産調査を進め、預金、

保険、給与などの差押えを実施するほか、タイヤロックや捜索など積

極的に滞納処分を実施することにより、平成３０年５月３１日時点の未収

入金は１６４，７６５，０４２円となった。

今後とも、納税秩序を維持し、税収の確保を図るため、県税の納期

限内の収入確保とともに滞納繰越分の整理に努めたい。

２ １．事故費用について

本件事故は、平成２８年７月７日、公務執行中の公道上で信号待ち車

両に対する追突であり、過失割合は県側の１００％、相手方０％と算定

し、示談とした。

県は、相手方への補償として、１，０３５，７９７円（人身６６０，０７６円、物損

３７５，７２１円）を県加入保険で支払った。

また、県の当該車両は車両保険に加入していないため、損害額１４４，

３８５円は県費で支出した。

なお、該当職員に故意又は重大な過失は認められないため、本人に

求償は行っていない。

２．今後の事故防止について

� 服務規律の徹底について

当事者に対しては、今まで以上に交通法規、交通道徳の遵守を心掛

け、安全と事故防止に十分留意して運転するよう指導を行った。

所属職員には、朝礼や月例の係長会などにおいて、日頃から事故防

止の徹底を指導しているほか、折々の機会に免許の有効期限の確認、

事故発生時の報告カードの配布、加害者となった場合の事例の周知な

どを行い、交通安全に対して常に緊張感のある意識を持つよう努めて

いる。

� 公用車へのドライブレコーダー装備について

職員の安全意識向上を支援するため、本件事故発生の年度内に、運

転の状況を可視化するドライブレコーダーを所管する公用車４台すべ

てに装備した。

３．改善の成果

本件事故以降、公務上の事故は発生していないが、引き続き、様々

な交通安全対策を図っていく。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局 健 康 福 祉 環 境 部 平成２９年７月３日

（監査の結果）

１ 生活保護費戻入金について、収入未済額の縮減に、引き続き努めら

れたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２８年度 ０ ２９４，５０５ ２９４，５０５

２７年度 ０ ２９９，５０５ ２９９，５０５
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ０ △５，０００ △５，０００

２ 母子父子寡婦福祉資金特別会計における母子・寡婦福祉資金貸付金

償還金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、より一

層努められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２８年度 １０，９２５，５０４ ３４，８２６，４１８ ４５，７５１，９２２

２７年度 ８，９６１，４０５ ３２，１７７，７９１ ４１，１３９，１９６
金額は各
年度の決
算による

差引増減 １，９６４，０９９ ２，６４８，６２７ ４，６１２，７２６

（寡婦福祉資金貸付金償還金）
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区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２８年度 ２１９，１８３ １，５５０，３４３ １，７６９，５２６

２７年度 ３０２，４１４ １，４９４，５８９ １，７９７，００３
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △８３，２３１ ５５，７５４ △２７，４７７

（措置の内容）

１ 生活保護費戻入金については、生活保護費返還金納付計画に基づく

適期収入が図られるよう、滞納者に対し督促状・催告書の送付や臨戸

訪問による納入指導に努めた。

その結果、前年度からの滞納繰越分２９４，５０５円のうち、１５，０００円が

納入された。

しかしながら、滞納者は生活保護受給者や低額の年金受給者である

ため、計画どおりの返還が困難となったため、平成２９年度の収入未済

額は２７９，５０５円となったことから、今後も粘り強く返還指導を行い、

滞納繰越額の縮減に努めて参りたい。

２ 母子父子寡婦福祉資金特別会計の貸付金償還金については、貸付申

請時に母子・父子自立支援員が制度を十分説明し適正な償還計画を作

成するよう指導するとともに、償還開始直前には借受者に償還が始ま

ることを連絡するなど、適期収入に努めた。

また、償還が滞った者には、督促状の送付、滞納状況に関する通知

及び借主（連帯借主）への電話、臨戸訪問による償還指導を行うとと

もに、連帯保証人に対しても借主に対する返済の働き掛けや連帯保証

人自身からの償還を依頼するなど、納入指導に努めた。

その結果、前年度からの滞納繰越分４７，５２１，４４８円のうち、７，８１９，０７

３円が納入された。

しかしながら、償還者の就職難や疾病などによる経済状況の悪化に

より償還が困難となる者が多く、平成２９年度償還分９，９０１，０１３円が未

収となり、平成２９年度の収入未済額は４９，６０３，３８８円となったことから、

今後とも、借主の生活状況に応じた適切な償還指導を粘り強く行い、

納期限内の収入確保と滞納繰越額の縮減に努めて参りたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局 建 設 部 平成２９年７月３日

（監査の結果）

住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引

き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２８年度 ３４６，４００ ６，２４２，９００ ６，５８９，３００

２７年度 ９９６，７００ ６，１７２，１００ ７，１６８，８００
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △６５０，３００ ７０，８００ △５７９，５００

（措置の内容）

県営住宅貸付料は、平成２８年度末時点で６，５８９，３００円の収入未済であ

ったが、滞納者や保証人に対し、督促状の送付、呼出し、訪問等を行い

納付指導に努めた結果、繰越金の６．０％、３９７，７００円の滞納家賃の納付が

あった。

なお、平成２９年度において４６５，０００円が新たに未収となったことから、

平成２９年度末現在の収入未済額は６，６５６，６００円となっている。

なお、悪質な長期滞納者に対しては、明渡し請求の訴訟も提起するこ

ととしている。

今後とも住宅貸付料の納期限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰

越額の回収に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局 今 治 土 木 事 務 所 平成２９年７月２０日

（監査の結果）

１ 住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２８年度 ７２０，９００ ２，７１１，６００ ３，４３２，５００

２７年度 ５３３，７００ ３，２５２，２００ ３，７８５，９００
金額は各
年度の決
算による

差引増減 １８７，２００ △５４０，６００ △３５３，４００

２ 収入未済の道路占用料について、収入未済額の縮減に、努められた

い。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２８年度 １者 １８０，０００ 平成２８年度決算に
よる

（措置の内容）

１ 平成２８年度末時点で３，４３２，５００円（４１名）の収入未済額があったが、

２９年度においても納入促進を図るため、滞納者に対して定期的に戸別

訪問等による納入督促を行った。

また、長期滞納者については、督促状の発送、訪問、電話、呼出し

等での催告、連帯保証人への協力依頼などにより強力に納入指導を実

施するとともに、悪質な長期滞納者に対しては、住宅の明渡しを請求

し訴訟を提起することとした。

この結果平成２９年度は、滞納繰越金の約２２．９％、７８６，０００円（２８名）

の納入があり、併せて６３７，８００円（２名）の不納欠損処理を行った。

また、平成２９年度現年度分の収入未済額が７１１，４００円となったことか

ら、平成２９年度末現在の収入未済額は、前年度に比べ７１２，４００円減の

２，７２０，１００円となった。

今後とも、引き続き納入督促を行い、滞納整理に努めて参りたい。

２ 上記会社は、消火栓標識に添加する看板広告による広告収入を得て

いる業者で、営業範囲は主に今治市内、平成２８年度は今治土木事務所

管内で８１箇所の道路占用を行っており、計２４９，４８０円の道路占用料が

発生した。

同社は従来から恒常的に資金繰りが厳しく、道路占用料を分割で支

払っており、６９，４８０円の年度内納付ができたものの、結果的に１８０，００

０円が滞納繰越となったものである。

平成２８年度分は、事務所訪問等を積み重ねた結果、全額納付され現

時点（平成３０年６月２２日）における滞納額は０円となった。

なお、平成２９年度分は、全額納付されている。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 予 地 方 局 総 務 企 画 部 平成２９年７月６日

（監査の結果）

収入未済の違約金（電気調達契約に係るもの）について、適切に債権

管理されたい。

（違約金）
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調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２８年度 １者 １，０３８，２３１ 平成２８年度決算に
よる

（措置の内容）

平成２８年度違約金の納入義務者であるＥ組合は、平成２８年３月９日に

契約解除通知が送付され、平成２８年３月３１日に契約を解除した。

その後、平成２８年４月１５日 管轄の裁判所において破産手続が開始さ

れ、平成２８年６月２７日破産管財人に対し、当該収入未済を（公営企業局

分と合わせて愛媛県の）破産債権として届出書を発出した。

平成３０年５月１０日付けで破産管財人から配当額の確定通知があり、当

局の違約金に係る配当金は、２４７，３３７円であり、平成３０年６月２１日に公

営企業管理局に振込がなされた。

当局へは平成３０年７月３日に配当金の振込があったところである。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 予 地 方 局 総 務 企 画 部 平成２９年７月６日

（監査の結果）

県税について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き続き

努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２８年度 ３１９，６８５，８３８ ６２３，０７４，２９４ ９４２，７６０，１３２

２７年度 ２８３，４６２，５６８ ７４８，８９１，７３３ １，０３２，３５４，３０１
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ３６，２２３，２７０ △１２５，８１７，４３９ △８９，５９４，１６９

（措置の内容）

愛媛県徴収確保対策本部において滞納整理方針及び数値目標を策定し、

計画的な滞納整理を進めている。

滞納に対しては、早期の財産調査と速やかな滞納処分を行うこととし、

色付き封筒（赤）による一斉文書催告、預貯金・生命保険や給与等の債

権差押のほか、タイヤロックを活用した自動車差押、捜索、インターネ

ット公売等による換価処分など厳正な滞納処分を実施している。生活困

窮者や差押えるべき財産がない者については、早期に換価猶予や執行停

止の適用を見極めることとしている。

平成２４年度からは、愛媛県特別滞納整理班を設置して、各地方局・支

局がそれぞれ担当していた滞納案件のうち、容易に財産を発見できない

徴収困難案件と煩雑な事務を伴う公売案件を集約し、効果的かつ効率的

な滞納整理に取り組んでいる。

また、滞納額・件数が多い自動車税については、自動車税納期内納付

キャンペーン（街頭啓発等）の実施や、納税者の利便を図るためのコン

ビニ収納の導入により納期内自主納税を推進している。

個人県民税についても、平成２７年度から特別徴収が完全実施（松山市

を除く）されたことから、管内市町との連携強化を目的に連絡会を開催

するなど滞納縮減に向けた取り組みを進めており、平成２８年９月１日付

けで県（中予地方局）と松前町との間で、また、平成２９年９月１日付け

で砥部町及び�万高原町との間で、税務職員の相互併任を実施し、協力

体制を強化のうえ県による特例徴収の実施等の滞納整理を推進している。

今後、未実施の市とも相互併任等の実施について、協議を継続していく

予定である。

引き続き、税負担の公平性と県税収入の確保を図るため、納期内納付

の促進と収入未済額の縮減に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 予 地 方 局 健 康 福 祉 環 境 部 平成２９年７月６日

（監査の結果）

１ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮

減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２８年度 １，８８３，５２５ １０，３９４，７６５ １２，２７８，２９０

２７年度 １，５７３，８１７ ８，９５９，９４８ １０，５３３，７６５
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ３０９，７０８ １，４３４，８１７ １，７４４，５２５

２ 母子父子寡婦福祉資金特別会計における母子・寡婦福祉資金貸付金

償還金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、一層努

められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２８年度 ２，１２０，５４７ ８，７２５，０８４ １０，８４５，６３１

２７年度 １，９０７，１７１ ７，９２４，１９２ ９，８３１，３６３
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ２１３，３７６ ８００，８９２ １，０１４，２６８

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２８年度 １２７，１２８ １，６８３，９８０ １，８１１，１０８

２７年度 １１６，５３４ １，５７８，０４０ １，６９４，５７４
金額は各
年度の決
算による

差引増減 １０，５９４ １０５，９４０ １１６，５３４

（措置の内容）

１ 生活保護費戻入金の過年度収入未済額については家庭訪問や電話、

文書等で納入指導を行った結果、前年度からの滞納繰越額１２，２７８，２９０

円に対し、２１７，２００円の納入があったが、平成２９年度償環分２，１０４，２２０

円が未納となったことから、平成２９年度末現在の収入未済額は１４，１６５

，３１０円となっている。

滞納者は、生活保護を受給中又は受給していた者で、厳しい生活状

況にはあるが、今後も、家庭訪問や電話、文書等により返還指導を行

い、収入の確保と収入未済額の縮減に努めたい。

２ 本特別会計における貸付金償還金については、貸付申請時に借主

（連帯借主）に対し、制度の十分な説明と適正な償還計画の指導を行

うとともに、貸付決定時に連帯保証人に対しても、制度の説明と償還

指導の依頼通知を行うほか、償還開始直前には借主に償還が始まる旨

を通知し、口座振替を勧めるなど納期限内の収入確保に努めた。

また、償還が滞った場合には、借主（連帯借主）に対し督促状・催

告書の送付や滞納状況の通知、電話や訪問による督促を行うとともに、

連帯保証人に対しては、借主に対する返済の働き掛けや、連帯保証人

自身からの償還など、可能な限りでの支援を要請し、滞納額の縮減に

努めた。

その結果、前年度からの繰越滞納額１２，６５６，７３９円に対し、２，１６０，６７

４円の納入を得ることができた。

しかしながら、未償還者のうちには、疾病や不安定な雇用状況等か

ら生活に困窮し償還が困難となる者が多く、平成２９年度現年度分２，００

２，７５０円が未収となったことから、平成２９年度末の収入未済額は、１２，
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４９８，８１５円となっている。

この貸付金償還金は、本特別会計における貸付金の財源であること

から、今後とも、借主の生活状況に応じた適切な償還指導により、納

期限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰越額の整理・縮減に努め

たい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 予 地 方 局 建 設 部 平成２９年７月６日

（監査の結果）

１ 住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２８年度 ６，７９９，５５３ ２０，２２０，０３０ ２７，０１９，５８３

２７年度 ５，９２６，４９３ ２１，１８６，６３０ ２７，１１３，１２３
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ８７３，０６０ △９６６，６００ △９３，５４０

２ 収入未済の前払金余剰額に対する利息（工事請負契約の解除に伴う

もの）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２１年度及び２８年度 ２者 ４３，１２３ 平成２８年度決算に
よる

（措置の内容）

１ 平成２８年度末における県営住宅貸付料滞納分（２７，０１９，５８３円）につ

いては、愛媛県県営住宅家賃滞納整理要領及び愛媛県県営住宅指定管

理者業務仕様書に基づき、本人に対する督促状の送付、電話や訪問に

よる督促、呼出しによる納付指導を行うとともに、保証人に対する納

付指導依頼を行うほか、債権回収業者への収納業務委託により滞納の

解消に努めている。

この結果、平成３０年３月末日現在において、５，７７４，６５３円の納付及

び３，３６３，６００円の不納欠損処分により滞納額が１７，８８１，３３０円に減少し

た。今後とも住宅貸付料の納期限内収入に留意するとともに、滞納繰

越分についても収入確保に努めたい。

２ 平成２１年度延滞利息の納入義務者であるＦ社は、契約工期内に代表

者の所在が不明となり、所在不明のまま、平成２１年９月１１日工事請負

契約を解除した。その後、代表者の所在が判明し、文書及び電話によ

る催告を継続してきたが、再び代表者の所在が不明となった。住民票

所在地の現地確認など調査を行ったが、代表者の所在が判明しないた

め、平成３０年３月１９日付で収入未済額（３７，２９９円）について不納欠損

処理を行った。

平成２８年度延滞利息の納入義務者であるＧ社は契約工期内に代表者

から、経営不振による工事続行不能届の提出があり、平成２８年１１月７

日工事請負契約を解除した。平成２８年１１月１７日に同社の破産手続が管

轄の裁判所において開始され、平成３０年３月３０日付けで破産管財人か

ら３０円の簡易配当があり、収入未済額は５，７９４円となった。その後の

配当はなく、平成３０年４月２７日に破産手続きが終結した。

残る収入未済額は、平成２８年度分の５，７９４円となっており、愛媛県

債権管理マニュアルに基づき、適切な債権管理に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中予地方局�万高原土木事務所 平成２９年７月６日

（監査の結果）

収入未済の違約金及び前払金余剰額に対する利息（いずれも工事請負

契約の解除に伴うもの）について、適切に債権管理されたい。

（違約金）

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２６年度 １者 ２７０，１００ 平成２８年度決算に
よる

（利息）

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２６年度 １者 ２４７，８８５ 平成２８年度決算に
よる

（措置の内容）

平成２６年度違約金及び過払前払金返還利息の納入義務者であるＨ社は、

平成２６年６月２７日に工事続行不能届の提出があり、同日、工事請負契約

を解除した。

その後、平成２６年９月１１日 管轄の裁判所において破産手続が開始さ

れたため、平成２７年１月３０日付けで、当該収入未済を破産債権として届

出書を提出していたところ、平成２８年９月２２日付けで費用不足により破

産手続廃止の決定が確定した。

現在、当時の役員３名についての破産手続状況を確認中であり、その

結果によっては債権放棄も視野に入れ、愛媛県債権管理マニュアルに基

づく適切な債権管理を行いたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局 総 務 企 画 部 平成２９年７月１９日

（監査の結果）

県税について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き続き

努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２８年度 ５８，７０４，０７０ ９２，７９６，４５２ １５１，５００，５２２

２７年度 ５９，９０２，３４２ １２１，３２１，３４８ １８１，２２３，６９０
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △１，１９８，２７２ △２８，５２４，８９６ △２９，７２３，１６８

（措置の内容）

平成２９年度現年度課税分については、前年度に引き続き自動車税納期

内納付キャンペーン（街頭啓発）やコンビニ収納・口座振替の推進など

による納期内自主納税の促進に努め、さらに、債権差押・タイヤロック

等積極的な滞納処分を実施したことにより、出納閉鎖時の未収金は５４，７

６５，１４１円となり、前年度に比べて３，９３８，９２９円減少した。

平成２９年度滞納繰越分については、滞納整理方針及び数値目標に基づ

き計画的な滞納整理に努めるとともに、滞納整理強化期間の設定、債権

差押の徹底と換価処分の促進、局独自文書催告など徴収確保に努め、本

局管内（平成２４年度から）及び支局管内（平成２６年度から）において取

り組んでいる「県・市町税務職員の相互併任」による個人県民税等の滞

納案件に係る徴収確保等により、平成２８年度に繰越した未収入金１５１，５０

０，５２２円は平成３０年５月３１日現在６８，７５７，５２３円となり、８２，７４２，９９９円減

少した。

これらの取組の結果、現年度分、滞納繰越分を合わせた収入未済額は、

平成２８年度末の１５１，５００，５２２円から、平成２９年度末には１２３，５２２，６６４円と

なり、２７，９７７，８５８円、１８．４７％の減少となっている。

今後も、納税秩序を確立し、税収の確保を図るため、納期内納付の促
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差引増減 ６１，６８６ ７４０，１４２ ８０１，８２８

（八幡浜支局）

（措置の内容）

１ 平成２８年度末において、生活保護費戻入金の収入未済額が１０，１５２，９

５８円であったが、納入指導を行った結果、平成３０年３月末までに未納

額が３８５，４５４円減額となり、最終未納額は９，７６７，５０４円となった。

未納者は５０名であり、うち２８名は保護を廃止、残り２２名は保護中で

ある。

保護を廃止した２８名及び保護中の２２名については、継続して返還指

導してまいりたい。

なお、平成２９年度の現年度分の生活保護費戻入金については、次の

とおりとなっている。

２９年度生活保護費戻入金収入状況表

平成３０年５月３１日現在

２９年度調定額 収入済額 収入未済額 収入歩合

６，０７６，０８４円 ４，５２８，４７４円 １，５４７，６１０円 ７４．５％

未納者１９名

２ 収入未済額の縮減を図るため、資金の貸付申請時に借主（連帯借主）

に対し、制度の十分な説明と適正な償還計画指導を行うとともに、貸

付決定時に連帯保証人に対しても、制度の説明と償還指導の依頼通知

を行うほか、償還開始前には借主に対し、口座振替を勧めるなど、期

限内納付の促進に努めた。

なお、償還が滞った場合には、借主（連帯借主）に対し督促状の送

付、電話や訪問による継続的な償還指導を行うとともに、連帯保証人

に対しては、借主に対する返済の働き掛けや可能な範囲での支援を要

請するなど、滞納額の縮減に努めた。

その結果、前年度からの滞納繰越額３２，９５２，２５６円（徴収決定外誤納

調定５７，９５２円含む）は、平成３０年３月３１日現在で４，４８５，２７０円の償還

があり、滞納者１１９名中２７名が償還済みとなったほか、５０名からは一

部納入を得ることができた。

しかしながら、借主の不安定な雇用状況等から、生活困窮者、多重

債務者など依然として償還困難者が多く、平成２９年度現年度分を加え

た出納閉鎖時（平成３０年５月３１日）の償還未済額は３４，９８１，９０９円（現

年度分６，５１４，９２３円、滞納繰越分２８，４６６，９８６円）となっている。

今年度の取り組みとして、滞納者への催告書の送付をするとともに、

日々の母子・父子自立支援員の電話催告等に応じない滞納者に対して、

同支援員の協力を得て戸別訪問による償還指導や就労情報提供等を積

極的に行っていく。さらに、納付書で納付している償還者に償還金の

口座振替を推進し、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に努めて

まいりたい。

また、消滅時効（１０年）を過ぎた主債務者（借主、連帯借主）から

時効援用の申し立てがあった場合、連帯保証人へ支払の意思等を確認

し、連帯保証人からの回収可能性がないことが確認されたものについ

て、不納欠損処理を行うこととしている。

３ 平成２８年度末において収入未済額が２，９２４，２７６円あり、訪問や電話

等による納入指導を行った結果、平成３０年３月末までに１名から、６０

，０００円納入され、未納額は２，８６４，２７６円となった。

未納者は１４名であり、うち７名は保護中である。

引き続き、未納者に対し粘り強く適切な返還指導を行い、期限内の

収入確保に努めるとともに滞納繰越額の縮減に努めてまいりたい。

なお、平成２９年度の現年度分生活保護費戻入金については、次のと

おりとなっている。

２９年度生活保護費戻入金収入状況表

平成３０年５月３１日現在

進と収入未済額の縮減に努めたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２９年度 ５４，７６５，１４１ ６８，７５７，５２３ １２３，５２２，６６４
平成３０年
５月３１日
現在

２８年度 ５８，７０４，０７０ ９２，７９６，４５２ １５１，５００，５２２
平成２９年
５月３１日
現在

差引増減 △３，９３８，９２９ △２４，０３８，９２９ △２７，９７７，８５８

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局 健 康 福 祉 環 境 部
平成２９年７月５日、
平成２９年７月１９日

（監査の結果）

１ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮

減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２８年度 ５９８，９１１ ９，５５４，０４７ １０，１５２，９５８

２７年度 ７５７，７２４ ９，６６７，７５９ １０，４２５，４８３
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △１５８，８１３ △１１３，７１２ △２７２，５２５

２ 母子父子寡婦福祉資金特別会計における母子・寡婦福祉資金貸付金

償還金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、より一

層努められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２８年度 ７，１３２，６２４ ２２，９４４，２０３ ３０，０７６，８２７

２７年度 ５，９５７，９６７ ２０，３３４，４０８ ２６，２９２，３７５
金額は各
年度の決
算による

差引増減 １，１７４，６５７ ２，６０９，７９５ ３，７８４，４５２

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２８年度 １８２，３２０ ２，６３５，１５７ ２，８１７，４７７

２７年度 ２８９，８６４ ２，４８９，５００ ２，７７９，３６４
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △１０７，５４４ １４５，６５７ ３８，１１３

３ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮

減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２８年度 ８２９，７６０ ２，０９４，５１６ ２，９２４，２７６

２７年度 ７６８，０７４ １，３５４，３７４ ２，１２２，４４８

金額は各
年度の決
算による
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２９年度調定額 収入済額 収入未済額 収入歩合

４，１２４，１０６円 ３，４７８，３５０円 ６４５，７５６円 ８４．３％

未納者７名

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局 健 康 福 祉 環 境 部 平成２９年７月５日

（監査の結果）

職員の不注意により公用車による事故が発生（１件）し、当該車両の

廃車があった。

（措置の内容）

職員に対し、今後も、交通法規を順守するとともに、より一層、交通

事故の防止に努めるよう指導を行った。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局 産 業 経 済 部 平成２９年７月５日

（監査の結果）

収入未済の賠償金（公用車事故に伴うもの）について、適切に債権管

理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２２年度 １者 １９１，７７５ 平成２８年度決算に
よる

（措置の内容）

平成２９年６月２８日に債務者が死亡したことから、法定相続権者に対し

て債務の相続の確認を進めた結果、第一次相続権者４名の相続放棄、第

二次相続権者１名の相続放棄及び１名の死亡が確認されており、現在は

第三次相続権者２名の状況を家庭裁判所に照会中である。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局 建 設 部 平成２９年７月１９日

（監査の結果）

住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引

き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２８年度 ３３６，８００ ６６３，０００ ９９９，８００

２７年度 ８１５，９００ ６８６，２００ １，５０２，１００
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △４７９，１００ △２３，２００ △５０２，３００

（措置の内容）

平成２８年度末時点で９９９，８００円（１２名）の収入未済額があったが、滞

納者及び連帯保証人に対し、督促状の送付・呼出し・訪問等納付指導に

努めた結果、現年度分（平成２８年度分）２９８，０００円（９名）の納付があ

り、収入未済額は７０１，８００円（３名）となっている。

今後とも住宅貸付料の納期限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰

越額の回収に努めて参りたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２９年度 ３６９，１００ ７０１，８００ １，０７０，９００

２８年度 ３３６，８００ ６６３，０００ ９９９，８００
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ３２，３００ ３８，８００ ７１，１００

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局 八 幡 浜 土 木 事 務 所 平成２９年７月５日

（監査の結果）

住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引

き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２８年度 ２５９，３００ ９２０，７００ １，１８０，０００

２７年度 ２７５，９００ ９２４，５００ １，２００，４００
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △１６，６００ △３，８００ △２０，４００

（措置の内容）

平成２８年度から２９年度に繰り越された１，１８０，０００円については、２９年

度中に行った督促及び不納欠損により、４４２，４００円減少し、７３７，６００円と

なった。

また、平成２９年度末に新たに発生した収入未済額１６７，７００円について

は、出納閉鎖後も粘り強い督促等を続けているところである。

今後とも、粘り強く督促を続け、収入未済額の縮減及び納期限内の収

入確保に努めてまいりたい。

（６月１日以降に４１，６００円の納入があり、平成３０年６月１１日現在の収

入未済額は８６３，７００円となっている。）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２９年度 １６７，７００ ７３７，６００ ９０５，３００

２８年度 ２５９，３００ ９２０，７００ １，１８０，０００
平成３０年
５月３１日
現在

差引増減 △９１，６００ △１８３，１００ △２７４，７００

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

福 祉 総 合 支 援 セ ン タ ー 平成２９年４月２０日

（監査の結果）

児童福祉施設入所措置費負担金について、納期限内の収入確保と収入

未済額の縮減に、一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２８年度 ６，８７０，０７０ ２５，６３９，７５０ ３２，５０９，８２０

２７年度 ５，８９９，５２０ ２５，４２２，８６０ ３１，３２２，３８０
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ９７０，５５０ ２１６，８９０ １，１８７，４４０
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（措置の内容）

児童福祉施設入所措置費負担金については、保護者等に対し、措置の

際に負担金の制度を十分説明するなどして、適期収入に努めた。

滞納となったものについては、平成１５年度に制定した「児童福祉施設

入所負担金徴収マニュアル」に基づき、四半期毎に徴収検討会議を開催

し、未納状況について情報を共有するとともに、重点的に納付を指導す

べき滞納者について検討を行った。

また、個別滞納整理表の作成により滞納者の生活状況等の把握と徴収

可能な債務者の選別を行い、臨戸訪問等による重点的な滞納整理に努め

た。

今後とも、保護者との連絡を密にし、収入の確保に努めたい。

区 分

収入未済額（円）

平成２８年１２月３１
日現在

平成２８年度末現
在
（平成２９年度へ
の繰越額）

平成２９年１２月３１
日現在

２８年度 現 年 分 ６，００２，１６０ ６，８７０，０７０ ６，６７７，４９０

２８年度 滞納繰越分 ２５，８７０，３４０ ２５，６３９，７５０ ２０，２５０，８７０

計 � ３１，８７２，５００ ３２，５０９，８２０ ２６，９２８，３６０

２９年度 現 年 分 � － － ６，１７５，２２２

合 計（�＋�） ３１，８７２，５００ ３２，５０９，８２０ ３３，１０３，５８２

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東予子ども・女性支援センター 平成２９年５月１８日

（監査の結果）

児童福祉施設入所措置費負担金について、納期限内の収入確保と収入

未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２８年度 １，０５６，６３０ １０，８３５，９７１ １１，８９２，６０１

２７年度 １，７５６，６６０ ９，２２８，１８１ １０，９８４，８４１
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △７００，０３０ １，６０７，７９０ ９０７，７６０

（措置の内容）

児童福祉施設入所措置費負担金については、保護者等に対して、措置

の際に負担金の制度を十分に説明するなどして、適期収入に努めた。

また、滞納となったものについては、督促状の送付をするとともに、

徴収会議において未納者の状況を把握し、電話催告、戸別訪問を実施し、

収入未済額の縮減に努めている。

今後とも、負担金の適時・適切な収入に留意するとともに、滞納繰越

分については、面接やケース訪問時を利用して保護者との連絡を密にし、

期限内納入の啓発に努めるとともに、効果的な督促を行い収入の確保に

努めたい。

区 分

収入未済額（円）

平成２８年１２月３１
日現在

平成２９年度への
繰越額
（平成２８年度末
現在）

平成２９年１２月３１
日現在

平成２８年度分 １，０１０，９２０ １，０５６，６３０ ９８８，２３０

滞納繰越分 １０，８９８，６７１ １０，８３５，９７１ １０，７７７，６７１

計 � １１，９０９，５９１ １１，８９２，６０１ １１，７６５，９０１

平成２９年度分� － － １，０３６，３８０

合 計（�＋�） １１，９０９，５９１ １１，８９２，６０１ １２，８０２，２８１

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南予子ども・女性支援センター 平成２９年５月１８日

（監査の結果）

児童福祉施設入所措置費負担金について、納期限内の収入確保と収入

未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２８年度 ２，２４５，０３０ ６，４４１，９２０ ８，６８６，９５０

２７年度 １，７８６，２５０ ５，４８０，３３０ ７，２６６，５８０
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ４５８，７８０ ９６１，５９０ １，４２０，３７０

（措置の内容）

児童福祉施設入所措置費負担金については、保護者等に対して、措置

の際に負担金の制度を十分に説明するなどして、適期収入に努めた。

また、滞納となったものについては、督促状、１２月に催告書を送付す

るとともに、徴収会議を開催し、未納者の状況把握と徴収可能な債務者

の選別を実施、訪問または電話による重点的な納入催告に努めた。

その結果、平成２９年度に繰り越した未収金８，６８６，９５０円の内、平成３０

年３月末現在２０３，１４０円を収納し、１，０１０，０２０円を不納欠損処理した。

今後とも、負担金の納期限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰越

分についても、保護者との連絡を密にし、効果的な督促に努め、その縮

減に努めたい。

区 分

収入未済額（円）

平成２９年度への繰越額
（平成２８年度末現在） 平成３０年５月３１日現在

平成２８年度分 ２，２４５，０３０ ２，１９４，８３０

滞納繰越分 ６，４４１，９２０ ５，２７８，９６０

計 � ８，６８６，９５０ ７，４７３，７９０

平成２９年度分� － ２，８２１，６３０

合計（�＋�） ８，６８６，９５０ １０，２９５，４２０

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

子 ど も 療 育 セ ン タ ー 平成２９年５月１６日

（監査の結果）

子ども療育センター利用料金について、納期限内の収入確保と収入未

済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２８年度 ９３８，６０７ ３，４１９，６２０ ４，３５８，２２７

２７年度 ８６５，６３３ ３，７５６，３８３ ４，６２２，０１６
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ７２，９７４ △３３６，７６３ △２６３，７８９
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（措置の内容）

子ども療育センターの利用料金については、保護者等に対し、施設サ

ービス利用の契約締結の際に、利用料金自己負担の制度を十分説明する

などして、納期限内の収入確保に努めた。

また滞納となった者については、督促状・催告書の送付や電話催告の

ほか、来所の機会等に直接面談を行い、早期納入について指導するなど

収入未済額の縮減に努めた。

今後とも、利用料金の適期収入について留意するとともに、収入未済

額の縮減については、保護者等との連絡を密にするなど収入の確保に一

層努めたい。

区 分

収入未済額（円）

平成２９年度へ
の繰越額
（平成２８年度
末現在）

平成３０年度へ
の繰越 差引増減 備考

滞
納
繰
越
分

～平成２７年度分 ３，４１９，６２０ ２，４９９，３５６ △９２０，２６４

平成２８年度分 ９３８，６０７ ６１２，４５２ △３２６，１５５

計 � ４，３５８，２２７ ３，１１１，８０８ △１，２４６，４１９

現 年 度 分
（平成２９年度分）� － ７７４，０３５ ７７４，０３５

合計（�＋�） ４，３５８，２２７ ３，８８５，８４３ △４７２，３８４

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

農 林 水 産 研 究 所 平成２９年５月９日

（監査の結果）

収入未済の食卵委託販売契約に係る生産物売払収入について、適切に

債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２５年度 １者 １，２４７，０４８ 平成２８年度決算に
よる

（措置の内容）

債務者であるＩ組合の民事再生計画認可決定が、平成２７年３月２０日に

確定し、債権額１，３６７，３２６円（食卵代金１，３６６，４８４円＋延滞利息８４２円）

は１２０，２７８円（食卵代１１９，４３６円＋延滞利息８４２円）に減額され、同額が

平成２７年５月２０日弁済された。さらに、平成２９年９月１１日２５，３１７円（食

卵代）が２回目として弁済された。

なお、債権残額１，２２１，７３１円については、愛媛県債権管理マニュアル

に基づき適正に管理してまいりたい。

また、再生計画認可の決定が確定した後３年が経過したことから、平

成３０年３月２０日付けで再生手続き終結が決定された。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

警 察 本 部 平成２９年８月９日

（監査の結果）

１ 放置違反金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２８年度 ３，０６６，０００ ４，５３１，３５６ ７，５９７，３５６

２７年度 ３，６２７，０００ ４，６１７，３５６ ８，２４４，３５６ 金額は各
年度の決
算による

差引増減 △５６１，０００ △８６，０００ △６４７，０００

２ 延滞金（放置違反金に伴うもの）について、収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２８年度 ４１５，４００ ７８４，３００ １，１９９，７００

２７年度 ３８４，１００ １，１６４，７００ １，５４８，８００
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ３１，３００ △３８０，４００ △３４９，１００

３ 収入未済の損害弁償金について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１７年度及び１９年度 ２者 ８０９，０００ 平成２８年度決算に
よる

（措置の内容）

１ 放置違反金について、納付期限内の収入確保と収入未済額の縮減に

向けた対策として、督促状や催告書の送付をはじめ、電話による催促、

滞納者の住居地や勤務地へ直接赴いての面接、所在不明者への追跡調

査の強化、会計員を活用した訪問時における現金徴収及び財産調査に

基づく預金口座の差押え等を積極的に実施した。

収入未済額の更なる縮減のため、平成２９年８月から会計員を１名か

ら２名に増員し、現場における現金徴収体制を強化した。また新たに、

財産調査に基づく生命保険契約の差押えを実施し解約返戻金より放置

違反金及び延滞金を徴取した。さらに、滞納者の勤務先に対する給料

差押え勧告を実施し放置違反金及び延滞金を徴取するなど積極的な回

収を実施した。

結果として、平成２８年度未収金７，５９７，３５６円のうち平成３０年３月末

までに２，９２６，０００円を回収し、収入未済額の縮減に努めた。

今後も、訪問による催促活動や所在不明者の追跡調査及び差押え等

の滞納処分を積極的に実施し、収入未済額の縮減に努めたい。

２ 延滞金（放置違反金に伴うもの）について、納付期限内の収入確保

と収入未済額の縮減に向けた対策として、督促状や催告書の送付をは

じめ、電話による催促、滞納者の住居地や勤務地へ直接赴いての面接、

所在不明者への追跡調査の強化、会計員を活用した訪問時における現

金徴収及び財産調査に基づく預金口座や生命保険契約の差押え及び給

料差押え勧告等を積極的に実施した結果、平成２８年度未収金１，１９９，７０

０円のうち平成３０年３月末までに２４８，０００円を回収し、収入未済額の縮

減に努めた。

今後も、訪問による催促活動や所在不明者の追跡調査及び差押え等

の滞納処分を積極的に実施し、収入未済額の縮減に努めたい。

３ 損害弁償金の収入未済額のうち、平成１７年度調定分（収入未済額４２

４，０００円）については、平成１７年１０月に発生の拾得金詐欺事件に係る

損害弁償金であるが、平成２８年度までに損害弁償金５１９，０００円のうち

９５，０００円が収納されている。

債務者は当初、刑務所に収監されていたが平成２６年７月に出所した。

出所後は生活に困窮し生活保護を受けていたが、現在は再度刑務所に

収監されている状況であり、損害弁償金を納付できない状況にあるが、

所在の確認はできているため、今後、刑務所あてに支払催促通知と誓

約書の再取得を行う予定である。引き続き債務承認について記録化す

るなど、債権の時効による消滅防止に努めている。

平成１９年度調定分（収入未済額３８５，０００円）については、平成１９年

６月に発生の本部庁舎損壊事件に係る損害弁償金であるが、平成２８年

度までに損害弁償金９２４，０００円のうち５３９，０００円が収納されている。

債務者とは都度面談して納入意思は確認しているものの、生活に困

窮し生活保護等を受けている状況であり、現在は損害弁償金を納付で
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きないとのことであるが、定期に連絡を行い債務承認について記録化

するなど、債権の時効による消滅防止に努めている。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

今 治 警 察 署 平成２９年２月１５日

（監査の結果）

１ 収入未済の損害弁償金について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１８年度 １者 ７８９，９３１ 平成２８年度決算に
よる

２ 職員の不注意により警察車両による事故が発生（４件）し、当該車

両及び相手方車両の毀損（うち警察車両１台の廃車）があった。

（措置の内容）

１ 平成１８年６月に発生の公用車両損傷に係る損害弁償金であるが、損

害弁償金７９９，９３１円のうち平成２８年度までに１０，０００円の収納となって

いる。

債務者は、損害弁償金の一部を納付後、一時所在不明となり追跡調

査を続けた結果、平成２８年９月、松山東署での逮捕勾留中に支払誓約

書を徴取し、平成２９年１０月、現在の収容先である高松刑務所に支払催

促通知を郵送した。

今後も定期的に連絡を取りつつ資産の調査等も実施し、可能な限り

早期の収納に努めたい。

２ 職員による警察車両の交通事故防止については、次の施策を実施し

ている。

� 指導教養の徹底

朝礼、幹部会議、定例研修会等において、職員の交通事故発生

状況、事故形態分析による再発防止を含めた交通事故防止につい

て、反復継続した教養を実施している。

� 交通事故防止意識の高揚

係長以下を対象とした小集団討議で交通事故防止に関する検討

を行い、職員一人一人の事故防止意識の高揚に努めている。

� 事故防止訓練の実施

署交通課員による、若手警察官を対象とした二輪車運転訓練、

自動車警ら係員等を対象とした交通事故防止訓練を実施し、運転

技術の向上を図っている。

� 公用車の整備点検

朝礼終了後、全車両の始業前点検を実施し、定期的な洗車を行

うなど適正な公用車管理の徹底を図っている。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

松 山 西 警 察 署 平成２９年３月１６日

（監査の結果）

職員の不注意により警察車両による事故が発生（８件）し、相手方の

人的被害があったほか、当該車両及び相手方車両等の毀損があった。

（措置の内容）

職員の警察車両による交通事故については、次の施策で事故防止を図

っている。

１ 事故防止教養の徹底

朝礼等において、幹部職員から管内の事故多発箇所の紹介、その

日の天候、健康状態等を踏まえた交通事故防止教養、防衛運転の励

行に関する指示を実施している。

２ 事故防止意識の高揚

朝礼時に、交通事故防止に関する講和や交通事故防止の遵守事項

の唱和等を実施している。また、教養資料の発出や小集団での交通

事故防止等をテーマにした検討会を実施するなど、職員の交通事故

防止意識の高揚を図っている。

３ 事故防止訓練の実施

全職員に対して、運転者が失神等により運転できなくなった場合

等を想定し、危険回避及び事故防止に関する実践訓練を実施した。

４ 同乗者による確認の徹底

実質的運転補助者として、運転者に対し同乗者による安全確認及

び声掛けや後退時における確実な降車誘導を実践することにより事

故防止に努めている。

５ 車両点検の徹底

朝礼終了後、車両責任者等による公用車両の日常点検を実施し、

車両の適正な管理に努めている。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

松 山 南 警 察 署 平成２９年２月１５日

（監査の結果）

１ 収入未済の損害弁償金について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２８年度 １者 ７１０，８２２ 平成２８年度決算に
よる

２ 職員の不注意により警察車両による事故が発生（５件）し、当該車

両及び相手方車両の毀損があった。

（措置の内容）

１ 収入未済額の債権管理について

� 債務者から支払誓約書を受領

平成２９年２月１６日、支払誓約書（平成２９年２月８日付け）を受領

した。債務者は刑務所に収監中であり、出所後の返済を望む旨の記

載を確認した。

� 未収入金繰越調書の提出

平成２９年６月１９日、愛媛県会計管理者（出納室長）宛に提出。

� 督促状の送付

平成２９年９月８日、督促状を配達記録郵便で送付した。９月２１日

債務者から督促状の受領と出所後の支払い意思が有ることを記載し

た返書を受領した。

� 今後について

刑期の満期（平成３０年１０月頃）を迎える前に支払意思の再確認と

連絡先等について書面通知を行い、適切に債権管理を行うもの。

２ 職員の警察車両による交通事故について

� 事故防止教養の徹底

朝礼、定例研修会等において署長、副署長及び交通課長からその

日の天候や最近の交通事故発生状況、事故形態や原因等を踏まえ、

防衛運転や交通事故の再発防止教養を継続して実施している。

� 事故防止意識の高揚

「松山南署お粗末事故防止３原則」及び公用車への注意喚起シー

ルの貼付や朝礼での唱和により継続して浸透を図っている。また、

事故防止に向けた緊急の小集団検討会を開催するなど、職員の交通

事故防止意識の高揚を図っている。

� 事故防止訓練等の実施

地域警察官等への「車体感覚醸成訓練」を行い、接触事故を防ぐ

ための車体感覚（車幅感覚）を身に着ける教養を実施した。また、

自動車教習所の訓練コースを利用して緊急自動車の運転にかかる各

種実技訓練を行うなど、多角的なアプローチによる交通事故の未然
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防止方策を講じている。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

宇 和 島 警 察 署 平成２９年３月１６日

（監査の結果）

収入未済の損害弁償金について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２３年度 １者 ２５０，０００ 平成２８年度決算に
よる

（措置の内容）

公務執行妨害並びに道路交通法違反事件に係る公有財産（公用車両）

損害弁償金の未収入金であり、債務者に対し電話による支払催促を行っ

ており、債務者は毎年、少額ではあるが損害弁償金を納めている。

平成２９年度においては、５月に１０，０００円、１０月に１５，０００円と２回の収

納があり、現在の収入未済金は２２５，０００円で、今後も引き続き債務者と

連絡を取りながら早期の収納に努めることとする。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

公 営 企 業 管 理 局

総 務 課 平成２９年６月１４日

発 電 工 水 課 〃

県 立 病 院 課 〃

松 山 発 電 工 水 管 理 事 務 所 平成２９年６月７日

今治地区工業用水道管理事務所 平成２９年６月７日

西条地区工業用水道管理事務所 平成２９年６月９日

中 央 病 院 平成２９年６月１４日

今 治 病 院 平成２９年６月７日

南 宇 和 病 院 平成２９年６月７日

新 居 浜 病 院 平成２９年６月９日

（監査の結果）

１ 電気事業

畑寺発電所発電電力の売電契約に係る未収金について、適切な債権

管理に努められたい。

（平成２９年３月３１日現在 単位：円）

調定年度 債務者数 未収金 備 考

２７年度 １者 ５４，９７１，８８２ 平成２８年度決算に
よる

２ 工業用水道事業

� 松山・松前地区工業用水道事業については、給水能力と同量の契

約給水量を確保しており、経営成績は安定している。

今治地区工業用水道事業については、給水能力に見合う契約給水

量の確保により経営成績自体は安定している。

しかしながら、実績給水率（契約給水量に対する実績給水量の比

率）は依然として低調であることから、給水契約の維持や新規需要

の開拓など、事業の安定を持続させるための取組が望まれる。

また、西条地区工業用水道事業については、前年度に引き続き純

利益を計上したものの、長期借入金と企業債を合わせると２０９億円

の借入残高があり、依然として厳しい財政状態にあることから、引

き続き企業立地の促進支援や既受水企業等への売水促進活動の一層

の強化等による新規需要の開拓等に努力を払われたい。

附帯事業（土地造成事業）については、当年度は県内企業１社に

６６，２６６㎡を賃貸したことによりすべての土地の処分が完了した。今

後は賃貸している３社からのリース料の確実な収納に引き続き努め

られたい。

� 営業未収金（納期到来分）について、適切な債権管理と早期回収

に、引き続き努められたい。

（平成２９年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

西条地区工業用水道
給水料金 ３５４，４９１ ０ ３５４，４９１

３ 病院事業

� 経営成績について、当年度の患者数は、前年度に引き続き減少し

たものの、今治病院及び新居浜病院でのＤＰＣ（包括医療費支払制

度）導入に伴う平均在院日数の短縮化等による診療単価のアップ、

新居浜病院での整形外科再開に伴う診療機能や緊急手術への対応機

能の強化、各病院での地域医療機関との連携強化など、「愛媛県立

病院中期経営戦略」に基づく各種施策に取組んだこと等により、純

利益については、前年度を１億７，７５０万円上回る２億１，７６２万円を確

保している。

しかしながら、累積欠損金は、２０４億円に上り、また、企業債２９７

億円や一般会計等からの長期借入金９５億円など、負債が資産を上回

る債務超過の状況になっており、依然として厳しい財政状況が続い

ている。

病院事業を取り巻く環境は、医師不足などを背景に厳しい状況に

あると思われるが、中央・今治・南宇和・新居浜の４病院が、国の

医療制度改革や本県の地域医療構想との連携を図りつつ地域の中核

病院として高度で良質な医療を安定的に供給するとともに、引き続

き経営健全化に取り組まれたい。

その取組みにあたっては、平成２８年３月に策定された「愛媛県立

病院中期経営戦略」（平成２８～３２年度）に示されている。

・ドクターヘリを活用した救急医療体制の強化

・今治病院及び新居浜病院でのＤＰＣ（包括医療費支払制度）導入

に伴う診療の標準化、平均在院日数の短縮化等による診療単価の

アップ

・新居浜病院での整形外科再開に伴う診療機能や緊急手術への対応

機能の強化

・南宇和病院での地域包括ケア病床の効率的な運営

・後発医薬品の使用拡大 等

具体的な取組みについては、おおむね順調に実施されており、平

成２８年度の病院事業決算は、平成２２年度から７年連続で経常黒字を

計上している。

しかしながら、未処理欠損金が多額であるなど、経営内容が厳し

い状況は依然として続いており、新居浜病院の建替えや今治病院の

建替えを含めた施設の老朽化対策など多額の資金を必要とする施設

の整備計画を進めていくためには、健全経営による資金の確保が重

要であることから、引き続き経営の健全化と経営体質の強化に努め

られたい。

� 個人医業未収金（納期到来分）について、早期回収に、引き続き

努められたい。

（平成２９年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

中央病院 ２７４，７７２，９４９ ５４，３８６，８０６ ３２９，１５９，７５５

今治病院 ３２，５２４，０３５ １４，８９６，４２７ ４７，４２０，４６２

南宇和病院 １８，００６，９３２ １，２１４，９５０ １９，２２１，８８２

新居浜病院 ４４，３７２，２９２ １３，２０６，５２６ ５７，５７８，８１８

愛 媛 県 報平成３０年９月２１日 第３０１２号

７１９



計 ３６９，６７６，２０８ ８３，７０４，７０９ ４５３，３８０，９１７

� 医業外未収金（納期到来分）について、早期回収に、引き続き努

められたい。

（平成２９年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

中央病院 ８３７，８２８ ３，８９５，１５６ ４，７３２，９８４

今治病院 １２１，０２７ ３６８，２７０ ４８９，２９７

南宇和病院 ４６，７９０ ３４，９１４ ８１，７０４

新居浜病院 ２６５，３４９ ７４，４８６ ３３９，８３５

計 １，２７０，９９４ ４，３７２，８２６ ５，６４３，８２０

� 廃止された三島病院及び北宇和病院に係る個人医業未収金及び医

業外未収金について、適切な債権管理と早期回収に、引き続き努め

られたい。

（平成２９年３月３１日現在 単位：円）

区 分 個人医業未収金
�

医業外未収金
�

未 収 金 合 計
�＋�

旧三島病院 １４，７７０，８１４ ４７，１２０ １４，８１７，９３４

旧北宇和病院 ８３９，０００ ０ ８３９，０００

計 １５，６０９，８１４ ４７，１２０ １５，６５６，９３４

（措置の内容）

１ 電気事業

債務者について、破産管財人による破産手続きがほぼ終了したこと

から、今後、配当金の支払いが開始される予定。なお、当局の配当金

額は約１４，０００千円となる見込みであり、残額の約４１，０００千円について

は回収不能となることから、今後、適正な手続きを経て、不納欠損処

理を進めていくこととしている。

（平成３０年３月３１日現在 単位：円）

調定年度 債務者数 未収金 平成２９年３月３１日
現在の未収金

２７年度 １者 ５４，９７１，８８２ ５４，９７１，８８２

２ 工業用水道事業

� 今治地区工業用水道事業については、主要な施設を共有している

今治市と、上水道事業との連携による経営改善方策について協議を

行うとともに、あらゆる角度から経営改善に積極的に取り組むこと

としている。

西条地区工業用水道事業については、経営基盤の安定化を図るた

め、「西条地区工業用水売水促進班」の活動を通じ、引き続き工業

用水の需要拡大に努めているところである。

附帯事業（土地造成事業）については、これまでリース料の滞納

等が発生した事例はないが、今後も滞納等が発生しないよう引き続

きリース企業に関する情報の収集を図り、リース料の確実な収納に

努めることとしている。

� 西条地区工業用水道事業未収金２件のうち、１件については、債

務者から徴した支払計画書に則して分割払いによる回収を続けた結

果、平成３０年４月２６日に完済となった。

また、他の１件については、債務者の破産手続きにより、配当に

よる回収を図ったものの、全額の回収には至らなかったため、回収

不能額について、今後、適正な手続きを経て不納欠損処理を進めて

いくこととしている。

今後とも、工業用水道料金の適期収入に留意し、未収金の発生防

止に努めたい。

（平成３０年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

平成２９年３月
３１日現在の未
収金

西条地区工
業用水道給
水料金

１９７，９６６ ０ １９７，９６６ ３５４，４９１

３ 病院事業

� 県立病院の経営状況について、平成２２年度から２８年度まで連続７

年間黒字を維持し、前年度を１億７，７５０万円上回る２億１，７６２万円を

確保しているものの、多額の累積欠損金を抱えているなど、依然と

して厳しい財政状況となっている。

また、国においては医療制度改革を進めていることから、県にお

いても、今後の人口減少や少子高齢化の急速な進展を見据えた対応

が求められており、県立病院を取り巻く環境は、今後急激な変化が

予想されている。

このため、平成２７年４月に公営企業管理者、保健福祉部長、総務

部長、４県立病院長で組織した「県立病院機能強化検討委員会」を

設置し、国の医療提供体制や地域医療構想を前提とし、医療現場の

声を十分に反映させるほか、医療圏域ごとに異なる医療資源や医療

需要の動向を踏まえた議論を行い、平成２８年３月「愛媛県立病院中

期経営戦略」を策定した。

こうした中、平成２９年２月にドクターヘリの運航が開始されたこ

とから、県立中央病院を核にドクターヘリを活用した救急医療体制

の充実を図ることとしているほか、建設から長期間が経過した県立

新居浜病院及び今治病院については施設の老朽化対策の検討を進め

ることとし、特に老朽化が著しい県立新居浜病院については、平成

２８年度に整備基本計画が策定され、建替えの方針が示されている。

県立病院には地域の中核病院として、高度で良質な医療を安定的

に供給することが求められており、そうした地域に必要な医療を継

続して提供し、なおかつ健全経営を確保していくため、一層の医師

確保に努力するほか、中期経営戦略に規定された各種戦略の着実な

実践に努めたい。

� 平成２９年度は、弁護士事務所に委任している「訪問督促」業務を

引き続き実施したほか、各病院に対し、未収金回収業務の効率化を

図るための業務改善の提案を行った。

また、未収金回収に係る取組み状況を全国調査し、各都道府県に

おける取組みを取りまとめた。

今後とも、各病院の担当者や弁護士事務所と連携を図りながら、

積極的な回収に取組むとともに、各都道府県における効果的な取組

みを参考に、更なる回収業務の効率化を図りたい。

（平成３０年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

平成２９年３月
３１日現在の未
収金

中央病院 ２６９，００８，８０９ ５５，０１４，３４６ ３２４，０２３，１５５ ３２９，１５９，７５５

今治病院 ３１，５９０，８１７ １５，８４３，９５８ ４７，４３４，７７５ ４７，４２０，４６２

南宇和病院 １５，７３２，３１２ １，８６４，６８４ １７，５９６，９９６ １９，２２１，８８２

新居浜病院 ４４，７１５，４０９ ７，０９６，２６１ ５１，８１１，６７０ ５７，５７８，８１８

計 ３６１，０４７，３４７ ７９，８１９，２４９ ４４０，８６６，５９６ ４５３，３８０，９１７

� 医業外未収金についても、個人医業未収金と同様に、各病院の担

当者や弁護士事務所と連携を図りながら、積極的な回収に取り組む

とともに、更なる回収業務の効率化を図りたい。

（平成３０年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

平成２９年３月
３１日現在の未
収金

中央病院 ８１９，１８８ ２，３００，４９８ ３，１１９，６８６ ４，７３２，９８４

今治病院 １１２，２５７ ８６，０７１ １９８，３２８ ４８９，２９７

南宇和病院 ４９，９９０ ３０，９００ ８０，８９０ ８１，７０４

愛 媛 県 報平成３０年９月２１日 第３０１２号

７２０



選挙管理委員会告示
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�愛媛県選挙管理委員会告示第４８号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２編第５章及び地方教育行

政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第８条第

１項の規定による直接請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

は、次のとおりである。

平成３０年９月２１日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 大 塚 岩 男

１ 直接請求（県議会議員の解職請求を除く。）の要件となるべき

選挙権を有する者の数

� 選挙権を有する者の総数 １，１７０，８９９

� 選挙権を有する者の総数の５０分の１の数 ２３，４１８

� ８０万を超える数に８分の１を乗じて得た数と４０万に６分の１

を乗じて得た数と４０万に３分の１を乗じて得た数とを合算して

得た数 ２４６，３６３

２ 県議会議員の解職請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

�愛媛県選挙管理委員会告示第４９号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第６条第１項の規定により、次のとおり政治団体の設立の届出があった。

平成３０年９月２１日

愛媛県選挙管理委員会委員長 大 塚 岩 男

１ その他の政治団体（政党及び政治資金団体以外の政治団体）

国会議員関係政治団体以外の政治団体

�愛媛県選挙管理委員会告示第５０号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第７条第１項の規定により、次のとおり政治団体から届出事項の異動の届出があった。

平成３０年９月２１日

愛媛県選挙管理委員会委員長 大 塚 岩 男

１ その他の政治団体（政党及び政治資金団体以外の政治団体）

国会議員関係政治団体以外の政治団体

新居浜病院 ３２８，２６５ ６５，３４０ ３９３，６０５ ３３９，８３５

計 １，３０９，７００ ２，４８２，８０９ ３，７９２，５０９ ５，６４３，８２０

� 三島病院及び北宇和病院に係る個人医業未収金については、既に

時効期間が経過しているが、粘り強く督促等を行うとともに、回収

不能と判断された債権については、迅速に不納欠損処分を行い、未

収金の削減に努めたい。

旧三島病院 （平成３０年３月３１日現在 単位：円）

区 分 未収金 平成２９年３月３１日現在
の未収金

個人医業未収金 １４，７１９，２７４ １４，７７０，８１４

医業外未収金 ４５，０２０ ４７，１２０

計 １４，７６４，２９４ １４，８１７，９３４

旧北宇和病院 （平成３０年３月３１日現在 単位：円）

区 分 未収金 平成２９年３月３１日現在
の未収金

個人医業未収金 ２００，０００ ８３９，０００

医業外未収金 ０ ０

計 ２００，０００ ８３９，０００

選 挙 区 別 選挙権を有する者の総
数

同左の３分の１の数
（松山市・上浮穴郡選
挙区にあっては、同左
の４０万を超える数に６
分の１を乗じて得た数
と４０万に３分の１を乗
じて得た数とを合算し
て得た数）

伊 予 郡 ４３，８４４ １４，６１５

南 宇 和 郡 １９，１９６ ６，３９９

松山市・上浮穴郡 ４３７，８７５ １３９，６４６

今 治 市 ・ 越 智 郡 １４１，３５６ ４７，１１９

宇和島市・北宇和郡 ７８，５４３ ２６，１８１

八幡浜市・西宇和郡 ３８，２２０ １２，７４０

新 居 浜 市 １００，５９１ ３３，５３１

西 条 市 ９２，０３１ ３０，６７７

大 洲 市 ・ 喜 多 郡 ５１，８２８ １７，２７６

伊 予 市 ３１，５９３ １０，５３１

四 国 中 央 市 ７４，３６２ ２４，７８８

西 予 市 ３３，２３１ １１，０７７

東 温 市 ２８，２２９ ９，４１０

政 治 団 体 の 名 称
代表者及び会計責任者の氏名

主 た る 事 務 所 の 所 在 地 届出年月日
代 表 者 会 計 責 任 者

愛媛の未来をつくる会 藤 野 潤 菅 勝 幸 松山市宮田町１３２ 平成３０年８月２８日

政治団体の名称 代表者の氏名 異 動 事 項 新 旧 異動年月日

笹岡博之後援会 笹 岡 博 之 主たる事務所の所在地 松山市枝松三丁目７－１４ 松山市正円寺一丁目８ー６ 平成２８年６月１５日

愛 媛 県 報平成３０年９月２１日 第３０１２号
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�愛媛県選挙管理委員会告示第５１号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１７条第１項の規定に

より、次のとおり政治団体の解散の届出があった。

平成３０年９月２１日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 大 塚 岩 男

�������
�愛媛県選挙管理委員会告示第５３号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１９条第３項の規定に

より、次のとおり同項第２号の規定による資金管理団体でなくなっ

た旨の届出があった。

平成３０年９月２１日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 大 塚 岩 男

�������
�愛媛県選挙管理委員会告示第５４号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第２０条第１項の規定に

基づき、同法第１２条第１項の規定による政治団体の収支に関する報

告書の要旨を次のとおり公表する。

平成３０年９月２１日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 大 塚 岩 男

政治団体の収支報告書の要旨

第１２条関係

� 平成２９年分

ア 政党支部

政治団体の名称 民進党愛媛県第１区総支部

報告年月日 Ｈ３０．４．２７

１ 収 入 総 額 １３，３２０，７６４円

前年繰越額 ３０７，２２６円

本年収入額 １３，０１３，５３８円

２ 支 出 総 額 １３，０１３，５３８円

３ 翌 年 繰 越 額 ３０７，２２６円

４ 本年収入の内訳

�愛媛県選挙管理委員会告示第５２号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１９条第２項の規定により、次のとおり資金管理団体の届出があった。

平成３０年９月２１日

愛媛県選挙管理委員会委員長 大 塚 岩 男

木 下 善 二 郎 後 援 会 木 下 善二郎 平成２９年１２月１日

黒 河 紘 一 郎 後 援 会 黒 河 紘一郎 平成２９年１２月１日

山 上 芳 子 後 援 会 山 上 芳 子 平成２９年１２月１日

富 永 き よ 「 一 喜 一 心 」 の 会 渡 部 純 子 平成３０年７月３１日

民 進 党 愛 媛 県 第 １ 区 総 支 部 渡 部 昭 平成３０年８月３１日
政 治 団 体 の 名 称 代表者の氏名 解散年月日

元 気 な 宇 和 島 を 創 る 会 内 山 忠 男 平成２７年１２月３１日

石 井 秀 則 後 援 会 石 井 秀 則 平成２９年１２月１日

資金管理団体の届
出をした者（代表
者）の氏名

公 職 の 種 類 資金管理団体の名称 主 た る 事 務 所 の 所 在 地 指 定 年 月 日

山之内 可奈子 松山市議会議員（候補
者） 山之内かなこ後援会 松山市勝山町二丁目１２－３ 平成２９年９月１日

資金管理団体の
届出をした者の
氏名

資金管理団体の名称 資金管理団体でな
くなった年月日

石 井 秀 則 石 井 秀 則 後 援 会 平成２９年１２月１日

木 下 善二郎 木 下 善 二 郎 後 援 会 平成２９年１２月１日

黒 河 紘一郎 黒 河 紘 一 郎 後 援 会 平成２９年１２月１日

山 上 芳 子 山 上 芳 子 後 援 会 平成２９年１２月１日

芝照雄後援会 高 内 健 治 代 表 者 高 内 健 治 若 下 洋 一 平成２９年４月１１日

宇和島医師連盟 島 瀬 公 一 代 表 者 島 瀬 公 一 友 松 孝 平成３０年８月６日

喜多医師連盟 大�保 博 忠 主たる事務所の所在地 大洲市東大洲１５６３ー１ 大洲市徳森字小鳥越２６３２ー３ 平成３０年８月１０日

みらい松山 池 本 俊 英 政 治 団 体 の 名 称 みらい松山 松山維新の会 平成３０年８月３１日

会 計 責 任 者 渡 部 克 彦 菅 泰 晴
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公営企業公告

個人の党費・会費（９４２人） １，００２，９００円

寄附 １０，０００円

個人分 １０，０００円

本部又は支部から供与された交付金に係る収入 １２，０００，０００円

民進党本部 １２，０００，０００円

その他の収入 ６３８円

１件１０万円未満のもの ６３８円

５ 寄 附 の 内 訳

（個人分）

年間５万円以下のもの １０，０００円

６ 支 出 の 内 訳

経常経費 ６，１４４，７６４円

人件費 ３，２９４，５０７円

光熱水費 ８１，８１５円

備品・消耗品費 ９１２，８５４円

事務所費 １，８５５，５８８円

政治活動費 ６，８６８，７７４円

組織活動費 ２，４７５，５８３円

機関紙誌の発行その他の事業費 ４，０１８，０１３円

宣伝事業費 ４，０１８，０１３円

調査研究費 ２５，１７８円

寄附・交付金 ３５０，０００円

イ その他の政治団体

政治団体の名称 松田としひこ後援会

報告年月日 Ｈ３０．４．２

１ 収 入 総 額 ０円

２ 支 出 総 額 ０円

�������
�愛媛県選挙管理委員会告示第５５号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第２０条第１項の規定に

基づき、同法第１７条第１項の規定による政治団体の収支に関する報

告書の要旨を次のとおり公表する。

平成３０年９月２１日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 大 塚 岩 男

政治団体の収支報告書の要旨

第１７条関係

� 平成３０年中解散に係るもの

ア 政党支部

政治団体の名称 民進党愛媛県第１区総支部

報告年月日 Ｈ３０．８．３１（Ｈ３０．８．３１解散）

１ 収 入 総 額 ３０７，２２６円

前年繰越額 ３０７，２２６円

２ 支 出 総 額 ３０７，２２６円

３ 支 出 の 内 訳

政治活動費 ３０７，２２６円

寄附・交付金 ３０７，２２６円

イ その他の政治団体

政治団体の名称 富永きよ「一喜一心」の会

報告年月日 Ｈ３０．８．８（Ｈ３０．７．３１解散）

１ 収 入 総 額 ０円

２ 支 出 総 額 ０円

政治団体の名称 松田としひこ後援会

報告年月日 Ｈ３０．８．２０（Ｈ３０．３．３０解散）

１ 収 入 総 額 ０円

２ 支 出 総 額 ０円

� 平成２９年中解散に係るもの

ア 資金管理団体（国会議員関係政治団体を除く。）

政治団体の名称 石井秀則後援会

報告年月日 Ｈ３０．８．２７（Ｈ２９．１２．１解散）

１ 収 入 総 額 ０円

２ 支 出 総 額 ０円

政治団体の名称 木下善二郎後援会

報告年月日 Ｈ３０．８．２７（Ｈ２９．１２．１解散）

１ 収 入 総 額 ０円

２ 支 出 総 額 ０円

政治団体の名称 黒河紘一郎後援会

報告年月日 Ｈ３０．８．２７（Ｈ２９．１２．１解散）

１ 収 入 総 額 ０円

２ 支 出 総 額 ０円

政治団体の名称 山上芳子後援会

報告年月日 Ｈ３０．８．２７（Ｈ２９．１２．１解散）

１ 収 入 総 額 ０円

２ 支 出 総 額 ０円

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成３０年９月２１日

愛媛県公営企業管理者 兵 頭 昭 洋

１ 入札に付する事項

� 件名

乳房用Ｘ線撮影装置の購入

� 購入物品名及び数量

乳房用Ｘ線撮影装置 ２式

（使用にあたり必要な運搬、搬入、設置、調整、説明等一式

を含む。）

� 購入物品の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 納入期限

平成３１年２月２８日（木）まで

� 納入場所

愛媛県今治市石井町四丁目５の５

愛媛県立今治病院

愛媛県新居浜市本郷三丁目１番１号

愛媛県立新居浜病院

� 入札方法

ア この公告の入札は、愛媛県電子入札運用基準（製造の請負
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等編）に定義するシステム（以下「電子入札システム」とい

う。）による。ただし、愛媛県電子入札運用基準（製造の請

負等編）７�又は�の規定により紙入札による参加承諾を受
けた者にあっては、紙入札を行うことができる。

イ 入札金額は、購入予定物品の総額とすること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に

当該金額の８パーセントに相当する額を加算した金額（当該

金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨

てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、

消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者

であるかを問わず、見積もった契約金額の１０８分の１００に相当

する金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成３０年度の製造の請負等に係る一般競争

入札に参加する資格を有すると認められた業者で次の事項に該当

する者。

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� この公告で示す物品を納入期限までに確実に納入できること

を証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

� 法令等の定めによる許認可等に基づいて営業を行う必要があ

る場合にあっては、その許認可等に基づく営業であることを証

明した者であること。

３ 入札書の提出方法等

� 提出書類及び入札書の提出方法

電子入札システムによる。

� 入札書の受領期限

契約条項及び入札説明書の掲載場所

愛媛県入札情報公開システム上に掲載する。

http://www.pref.ehime.jp/h40180/e-bid-nyuusatsu/

� 入札書のほかに提出する書類の受領期限

平成３０年１０月２６日（金）午後５時００分まで。

� 入札書の受領期限

電子入札システムによる場合は、平成３０年１１月５日（月）か

ら平成３０年１１月６日（火）までの電子入札システム稼動時間中

（午前９時００分から午後８時００分まで（ただし、１１月６日は午

後５時１５分まで））。

紙入札による場合は、平成３０年１１月６日（火）午後５時１５分

まで。

� 開札の日時及び場所

平成３０年１１月７日（水）午前１０時００分

愛媛県公営企業管理局大会議室

（愛媛県庁第二別館２階）

� 問い合わせ先

愛媛県公営企業管理局総務課財産管理係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―１０００ 内線４６２３

又は（０８９）９１２―２７９４

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程

第９号）第１７６条において例によることとされる愛媛県会計規

則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から第１３７条までの規

定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示す物

品を納入できることを証明する書類を、入札説明書等に基づき

平成３０年１０月２６日（金）午後５時００分までに提出しなければな

らない。

なお、愛媛県公営企業管理者から当該書類の内容に関し説明

を求められた場合は、これに応じなければならない。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 契約保証金

愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程

第９号）第１７６条において例によることとされる愛媛県会計規

則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１５２条から第１５４条までの規

定による。

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると愛媛県公営企業管理者

が判断した入札者であって、愛媛県公営企業会計規程第１７６条

において例によることとされる愛媛県会計規則第１３３条の規定

に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をも

って有効な入札を行ったものを落札者とする。

� 入札書の提出方法

電子入札による場合は、電子入札システムにより入札金額及

び電子くじ入力番号を入力の上、提出すること。

紙入札による場合は、入札書を直接又は郵便（書留郵便に限

る。）により３�に掲げる場所に提出すること。
	 その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be purchased：Digital

Mammography Systems，２ set

� Time limit of tender：５：１５ p．m．，６ November２０１８

� For further information， please contact： Property

Management Section，General Affairs Division，Public

Enterprise Management Bureau， Ehime Prefectural

Government，４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime

７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２７９４

平成３０年９月２１日 発行
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